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第 1 章  導入の狙いと手順  
高橋 興（青森中央学院大学）  
文部科学省の実態調査によれば，実施市区町村の小中一貫教育推進の主な狙いは，「生
徒指導上の成果」，「学習指導上の成果」，「教職員の意識改革」が共に 95％前後の高










第 2 章  教育課程の編成と運営  












教育の教育課程に関する課題等を 5 点にわたって整理した。 
 
第 3 章  学校の組織と運営  



















第 4 章  教育委員会の支援  
















第 5 章  地域との連携協働  















第 6 章  教職員の多忙化と負担感の軽減  














第 7 章  施設整備  
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中一貫教育を行う学校群，以下では小中一貫教育校と呼ぶ）は 1,130 校で，このうちの
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表 1 公立小中一貫教育校の施設類型 
施設形態 組合せ 度数 割合
施設一体型 1中1小 142 12.7%
施設隣接型 1中1小 50 4.5%














この結果を見る限り，公立小中一貫校全体の 4 分の 3 を超える 873 校が施設分離型で，
施設一体型と施設隣接型は合計しても 2 割に満たない。また，施設分離型における学校の















①施設一体型・隣接型 ○ ○ 1 中学校と 1 小学校 
②一対一の施設分離型 △ ○ 1 中学校と 1 小学校 
③一対多の施設分離型 △ △ 1 中学校と複数小学校 





























表 3 公立小中一貫教育校の経過年数 
～3 4～6 7～9 10～
度数 59 41 29 13 142
％ 41.5% 28.9% 20.4% 9.2% 100.0%
度数 27 14 7 2 50
％ 54.0% 28.0% 14.0% 4.0% 100.0%
施設分離型 度数 84 58 24 7 173
（一対一） ％ 48.6% 33.5% 13.9% 4.0% 100.0%
施設分離型 度数 405 211 56 27 699
（一対多） ％ 57.9% 30.2% 8.0% 3.9% 100.0%
度数 23 16 15 3 57
％ 40.4% 28.1% 26.3% 5.3% 100.0%
度数 598 340 131 52 1,121
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表 4 公立小中一貫教育校の学年段階の区切り 
6-3 4-3-2 その他
度数 57 76 9 142
％ 40.1% 53.5% 6.3% 100.0%
度数 32 16 2 50
％ 64.0% 32.0% 4.0% 100.0%
施設分離型 度数 123 48 2 173
（一対一） ％ 71.1% 27.7% 1.2% 100.0%
施設分離型 度数 556 137 7 700
（一対多） ％ 79.4% 19.6% 1.0% 100.0%
度数 36 16 5 57
％ 63.2% 28.1% 8.8% 100.0%
度数 804 293 25 1,122
























表 5 公立小中一貫教育校の学校規模（中学校 1 校当たり学級数） 
～5 6～11 12～18 19～
度数 104 33 5 0 142
％ 73.2% 23.2% 3.5% 0.0% 100.0%
度数 24 21 4 1 50
％ 48.0% 42.0% 8.0% 2.0% 100.0%
施設分離型 度数 53 85 33 2 173
（一対一） ％ 30.6% 49.1% 19.1% 1.2% 100.0%
施設分離型 度数 30 226 311 132 699
（一対多） ％ 4.3% 32.3% 44.5% 18.9% 100.0%
度数 7 21 24 5 57
％ 12.3% 36.8% 42.1% 8.8% 100.0%
度数 218 386 377 140 1,121
















教育校で比較しても，施設一体型では小規模校の割合が高く 5 学級以下が 7 割を超えた。
また，一対一の施設分離型では比較的規模の大きな学校の割合が高くなったが，適正規模























では 4 分の 1 程度にとどまっていた。また，施設類型別で見ると，施設一体型に限定する
と 6 割に上るが，隣接型や分離型では 2 割前後にとどまっていた。 
 
表 6 公立小中一貫教育校の制度要件への適合状況 
あり なし
度数 86 56 142
％ 60.6% 39.4% 100.0%
度数 8 42 50
％ 16.0% 84.0% 100.0%
施設分離型 度数 37 136 173
（一対一） ％ 21.4% 78.6% 100.0%
施設分離型 度数 137 563 700
（一対多） ％ 19.6% 80.4% 100.0%
度数 19 38 57
％ 33.3% 66.7% 100.0%
度数 287 835 1,122






































表 7 公立小中一貫教育校の自治体規模別及び全域展開の有無別分布 
1万人未満 1～5万人 5～10万人 10～30万人 30～100万人 100万人以上 あり なし
度数 28 25 27 39 15 8 55 87 142
％ 19.7% 17.6% 19.0% 27.5% 10.6% 5.6% 38.7% 61.3% 100.0%
度数 6 6 12 19 3 4 32 18 50
％ 12.0% 12.0% 24.0% 38.0% 6.0% 8.0% 64.0% 36.0% 100.0%
施設分離型 度数 14 18 29 43 33 36 140 33 173
（一対一） ％ 8.1% 10.4% 16.8% 24.9% 19.1% 20.8% 80.9% 19.1% 100.0%
施設分離型 度数 5 22 83 156 223 211 666 34 700
（一対多） ％ 0.7% 3.1% 11.9% 22.3% 31.9% 30.1% 95.1% 4.9% 100.0%
度数 1 3 6 18 16 13 50 7 57
％ 1.8% 5.3% 10.5% 31.6% 28.1% 22.8% 87.7% 12.3% 100.0%
度数 54 74 157 275 290 272 943 179 1,122















態調査の市区町村教委データを用いて，両者をクロスさせて示したのが表 8 である。 
市区町村単位では小中一貫教育を実施する自治体のうち約半数程度で全域展開がなさ
れていたが，人口規模別の割合では 1 万人未満の小規模自治体では 84％と著しく高かった。
ただし，自治体規模が拡大するとともに，全域展開の割合が減るという関係性は見られず，
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表 8 自治体における人口規模と小中一貫教育の全域展開状況（市区町村数） 
あり なし
1万人未満 度数 42 8 50
％ 84.0% 16.0% 100.0%
1～5万人 度数 13 26 39
％ 33.3% 66.7% 100.0%
5～10万人 度数 18 22 40
％ 45.0% 55.0% 100.0%
10～30万人 度数 20 34 54
％ 37.0% 63.0% 100.0%
30～100万人 度数 8 13 21
％ 38.1% 61.9% 100.0%
100万人以上 度数 3 4 7
％ 42.9% 57.1% 100.0%
度数 104 107 211

















められない」「ほとんど成果（課題）が認められない」の 4 件法で尋ねている。 
まずは，総合的な成果の自己評価の分布を施設形態別に表 9 として示した。 
 
表 9 公立学校での小中一貫教育の総合的な成果の自己評価 
大きくある ある あまりない ほとんどない
度数 37 101 4 0 142 3.23
％ 26.1% 71.1% 2.8% 0.0% 100.0%
度数 6 39 4 1 50 3.00
％ 12.0% 78.0% 8.0% 2.0% 100.0%
施設分離型 度数 21 131 19 2 173 2.99
（一対一） ％ 12.1% 75.7% 11.0% 1.2% 100.0%
施設分離型 度数 43 555 98 4 700 2.91
（一対多） ％ 6.1% 79.3% 14.0% 0.6% 100.0%
度数 5 44 8 0 57 2.95
％ 8.8% 77.2% 14.0% 0.0% 100.0%
度数 112 870 133 7 1,122 2.97































題）が認められる」を 4 点，「成果（課題）が認められる」を 3 点，「成果（課題）があま








別に表 10 で示した。 
 
表 10 公立学校での小中一貫教育の総合的な課題の自己評価  
大きくある ある あまりない ほとんどない
度数 1 108 29 4 142 2.75
％ 0.7% 76.1% 20.4% 2.8% 100.0%
度数 4 38 6 2 50 2.88
％ 8.0% 76.0% 12.0% 4.0% 100.0%
施設分離型 度数 14 133 22 4 173 2.91
（一対一） ％ 8.1% 76.9% 12.7% 2.3% 100.0%
施設分離型 度数 52 573 70 5 700 2.96
（一対多） ％ 7.4% 81.9% 10.0% 0.7% 100.0%
度数 2 43 10 2 57 2.79
％ 3.5% 75.4% 17.5% 3.5% 100.0%
度数 73 895 137 17 1,122 2.91












































次章以降の構成は以下のとおりである。一対一（中学校 1 校と小学校 1 校）の組合せで
施設一体型及び施設隣接型施設の小中一貫教育校についての分析結果を，第 2 章にまとめ
た。そして，施設隣接型の小中一貫教育校のうち，一対一の組合せである学校の分析結果
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(3) 文科省による実態調査の全般的な概要と結果は，下記のウェブサイトから参照できる。  




したのは 4 校，隣接型と回答したのは 3 校であった。  
(5) 例えば，複数の中学校区をまとめて小中一貫教育を行っている事例等が考えられる。これに該
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るために，各区分の学校数が 50 校以上となるように分け方を第 1 章から変更した。 
 
表 1 教育課程や指導に関する取組の実施状況  
一体・
隣接型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～5 6～
授業スタイルの緩やかな統一 65.6% 67.4% 69.1% 58.8% 50.6% 78.6% 66.4% 64.1%
学力調査等の合同分析・結果共有 72.4% 68.6% 70.9% 80.4% 67.4% 76.7% 75.8% 65.6%
小学校段階での基礎学力保障に注力 57.3% 51.2% 56.4% 68.6% 51.7% 62.1% 54.7% 62.5%
学習・生活規律の設定 74.0% 75.6% 74.5% 70.6% 60.7% 85.4% 75.8% 70.3%
合同行事の実施 94.3% 94.2% 90.9% 98.0% 88.8% 99.0% 98.4% 85.9%
合同の児童生徒会の実施 72.4% 75.6% 74.5% 64.7% 61.8% 81.6% 73.4% 70.3%
中学部活への小学生高学年の参加 51.0% 47.7% 54.5% 52.9% 47.2% 54.4% 46.9% 59.4%
合同の特別支援教育関連会議の実施 65.1% 68.6% 67.3% 56.9% 53.9% 74.8% 64.1% 67.2%



















くなるほど成果の自己評価が高いことを意味するが，詳細は第 1 章を参照されたい。 
 
表 2 教育課程や指導に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
授業スタイルの緩やかな統一 3.21 3.11 0.10
学力調査等の合同分析・結果共有 3.22 3.04 0.19
小学校段階での基礎学力保障に注力 3.24 3.09 0.15
学習・生活規律の設定 3.24 2.98 0.26
合同行事の実施 3.20 2.73 0.47
合同の児童生徒会の実施 3.23 3.02 0.21
中学部活への小学生高学年の参加 3.29 3.05 0.23












表 3 教育課程や指導に関する取組と関連成果  
取組あり 取組なし 差
授業スタイルの緩やかな統一 3.38 3.26 0.12
学力調査等の合同分析・結果共有 2.64 2.46 0.17
小学校段階での基礎学力保障に注力 2.71 2.52 0.18
学習・生活規律の設定 3.04 2.76 0.28
合同行事の実施 2.78 2.18 0.60
合同の児童生徒会の実施 3.31 2.98 0.33
中学部活への小学生高学年の参加 3.39 3.20 0.19

























実施状況について尋ねている。項目別に取組を実施した学校の割合を表 4 として示した。 
 
表 4 人間関係固定化に関する取組の実施状況  
一体・
隣接型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～5 6～
多様な活躍の機会設定 72.4% 69.8% 70.9% 78.4% 65.2% 78.6% 77.3% 62.5%
異学年交流の機会設定 87.5% 91.9% 80.0% 88.2% 77.5% 96.1% 92.2% 78.1%
同一学年の学級間交流 20.8% 23.3% 21.8% 15.7% 13.5% 27.2% 7.0% 48.4%
多様な教職員との関わり 87.5% 86.0% 81.8% 96.1% 77.5% 96.1% 90.6% 81.3%
地域との連携 32.3% 32.6% 32.7% 31.4% 24.7% 38.8% 33.6% 29.7%
いじめへの早期対応 63.0% 62.8% 69.1% 56.9% 57.3% 68.0% 63.3% 62.5%
















のが表 5 である。 
 
表 5 人間関係固定化に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
多様な活躍の機会設定 3.20 3.09 0.11
異学年交流の機会設定 3.19 3.04 0.15
同一学年の学級間交流 3.23 3.16 0.07
多様な教職員との関わり 3.20 2.96 0.24
地域との連携 3.35 3.08 0.27
















表 6 人間関係固定化に関する取組と関連成果  
関連成果スコア
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
多様な活躍の機会設定 2.86 2.70 0.17 2.86 2.77 0.08
異学年交流の機会設定 2.85 2.63 0.22 2.86 2.63 0.24
同一学年の学級間交流 2.98 2.78 0.20 2.88 2.82 0.05
多様な教職員との関わり 2.86 2.50 0.36 2.87 2.58 0.29
地域との連携 3.03 2.72 0.32 2.97 2.77 0.20

















このような教職員交流に関する取組の実施状況を表 7 としてまとめた。 
 
表 7 教職員交流に関する取組の実施状況  
一体・
隣接型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～5 6～
小学校段階での教科担任制導入 75.0% 69.8% 74.5% 84.3% 67.4% 81.6% 78.1% 68.8%
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 86.9% 80.2% 87.0% 98.0% 81.8% 91.3% 92.1% 76.6%
相互乗り入れ授業の実施 45.0% 44.2% 44.4% 47.1% 42.0% 47.6% 48.8% 37.5%
教職員の兼務発令 90.1% 86.0% 89.1% 98.0% 80.9% 98.1% 95.3% 79.7%
一貫教育コーディネーター役の存在 46.9% 47.7% 49.1% 43.1% 46.1% 47.6% 44.5% 51.6%
校務分掌の合同担当 50.0% 54.7% 43.6% 49.0% 31.5% 66.0% 57.0% 35.9%
事務の共同実施 61.5% 69.8% 50.9% 58.8% 52.8% 68.9% 66.4% 51.6%
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有無別に総合的な成果に関するスコアを表 8 としてまとめた。 
 
表 8 教職員交流に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
小学校段階での教科担任制導入 3.24 2.98 0.26
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 3.22 2.84 0.38
相互乗り入れ授業の実施 3.23 3.12 0.11
教職員の兼務発令 3.21 2.84 0.37
一貫教育コーディネーター役の存在 3.22 3.13 0.09
校務分掌の合同担当 3.27 3.07 0.20


















項目のみに限定して表 9 で見ることとした。 
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表 9 教職員交流に関する取組と関連成果  
取組あり 取組なし 差
小学校段階での教科担任制導入 3.41 3.13 0.28
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 2.88 2.40 0.48
相互乗り入れ授業の実施 2.86 2.78 0.08
教職員の兼務発令 3.27 2.68 0.58
一貫教育コーディネーター役の存在 3.46 3.24 0.22
校務分掌の合同担当 2.94 2.30 0.63




























ているので，これらの取組の実施状況を表 10 に示した。 
 
表 10 地域や保護者との連携に関する取組の実施状況  
一体・
隣接型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～5 6～
小中合同でコミュニティ・スクール組織 13.5% 14.0% 18.2% 7.8% 10.1% 16.5% 13.3% 14.1%
小中合同で学校支援地域本部の設置 18.2% 18.6% 16.4% 19.6% 19.1% 17.5% 19.5% 15.6%
小中合同で学校評議員の任命 44.3% 50.0% 38.2% 41.2% 38.2% 49.5% 50.0% 32.8%
地域住民・保護者・学校関係者
による協議会等の設置
40.6% 36.0% 41.8% 47.1% 40.4% 40.8% 40.6% 40.6%
小中合同でPTA組織の設置・活動 64.1% 69.8% 56.4% 62.7% 50.6% 75.7% 71.9% 48.4%
小中合同で自己評価の実施 57.3% 57.0% 52.7% 62.7% 42.7% 69.9% 64.8% 42.2%
小中合同で学校関係者評価の実施 63.5% 65.1% 60.0% 64.7% 50.6% 74.8% 71.1% 48.4%
小中合同で学校通信を継続的に発行 62.5% 61.6% 61.8% 64.7% 50.6% 72.8% 71.1% 45.3%





り組む学校は 2 割に満たなかった。一方で，小中合同での PTA 活動や小中合同での評価
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（自己評価及び学校関係者評価），そして小中合同で学校通信を継続的に発行するような取





合的な成果の自己評価に関するスコアを示した表 11 を見てみよう。 
 
表 11 地域や保護者との連携に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
小中合同でコミュニティ・スクール組織 3.04 3.19 -0.15
小中合同で学校支援地域本部の設置 3.11 3.18 -0.07




小中合同でPTA組織の設置・活動 3.20 3.13 0.06
小中合同で自己評価の実施 3.25 3.06 0.19
小中合同で学校関係者評価の実施 3.21 3.10 0.11













はどうだろうか。これらの成果に関するスコアを各取組の有無別に表 12 で示した。 
 
表 12 地域や保護者との連携に関する取組と関連成果  
関連成果スコア
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
小中合同でコミュニティ・スクール組織 2.73 2.89 -0.15 3.00 3.01 -0.01
小中合同で学校支援地域本部の設置 2.83 2.87 -0.04 3.00 3.01 -0.01
小中合同で学校評議員の任命 2.95 2.79 0.16 3.04 2.98 0.05
地域住民・保護者・学校関係者
による協議会等の設置
2.99 2.78 0.21 3.17 2.89 0.27
小中合同でPTA組織の設置・活動 2.95 2.71 0.24 3.04 2.94 0.10
小中合同で自己評価の実施 2.96 2.73 0.23 3.10 2.88 0.22
小中合同で学校関係者評価の実施 2.93 2.76 0.17 3.09 2.86 0.23



























表 13 として示した。 
なお，前章で見たように制度要件に適合する学校は，施設一体型で 142 校中 86 校
（60.6％），施設隣接型で 50 校中 8 校（16％）であり，一体型と隣接型との合計では 192
校中 94 校（49.0％）であった。 
示された結果を見てみると，全ての成果項目において要件に適合した学校の方が高いス
コアとなっていた。あらゆる成果項目において，要件適合の有無によるスコアの差が 0.2
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表 13 制度要件への適合状況と成果  
適合あり 適合なし 差
総合的な成果 3.32 3.03 0.29
全国学力調査結果での向上 2.66 2.52 0.14
都道府県学力調査での向上 2.68 2.52 0.16
民間学力調査での向上 2.64 2.33 0.30
学習習慣の定着 2.96 2.61 0.35
生活リズムの改善 2.87 2.63 0.24
体力系調査での向上 2.55 2.35 0.20
授業を理解できる児童生徒の増加 2.93 2.71 0.21
勉強好きな児童生徒の増加 2.80 2.60 0.20
学習意欲の向上 2.96 2.67 0.28
学習に悩む児童生徒の減少 2.77 2.50 0.27
中学進学不安の減少 3.51 3.17 0.34
学校生活満足度の向上 3.02 2.83 0.19
中1ギャップ緩和 3.54 3.14 0.40
いじめ問題減少 3.00 2.68 0.32
不登校減少 2.97 2.67 0.29
暴力行為減少 3.09 2.85 0.23
学習・生活規律の定着 3.09 2.89 0.20
規範意識の高まり 3.12 2.82 0.30
思いやりの気持ち育成 3.18 2.99 0.19
自己肯定感の高まり 2.97 2.70 0.26
コミュニケーション能力向上 2.86 2.64 0.22
手本意識の向上 3.39 3.20 0.19
憧れ意識の向上 3.38 3.06 0.32
予防的生徒指導の充実 3.05 2.78 0.28
特別支援指導の充実 3.10 2.79 0.31
指導改善意識の向上 3.22 2.92 0.31
生徒指導力の向上 3.03 2.72 0.31
教科指導力の向上 3.12 2.73 0.38
事務職員等の資質向上 3.02 2.68 0.34
学力保障意識の向上 3.32 2.95 0.37
小中教職員間で認め合う意識向上 3.34 3.08 0.26
教職員間で協力指導する意識の向上 3.45 3.11 0.33
小中共通で実践する取組の増加 3.43 3.10 0.32
小中間で授業観・評価観の差が縮小 3.13 2.89 0.24
指導の系統性への理解の深まり 3.28 2.95 0.33
教職員の仕事満足度の向上 2.79 2.49 0.30
保護者の学校満足度の向上 2.96 2.71 0.24
保護者との協働関係強化 2.99 2.74 0.24
地域との協働関係強化 3.14 2.88 0.26
学校・学年を越えた児童生徒間の交流 3.32 2.91 0.41
独自教科・領域指導の充実 2.51 2.16 0.35




























































(3) 教育職員免許法第十六条の五の規定による。  
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第 3 章 




















るために，各区分の学校数が 50 校以上となるように分け方を第 1 章から変更した。 
 
表 1 教育課程や指導に関する取組の実施状況  
一対一の
分離型計 ～3 4～ 6-3 非6-3 ～5 6～
授業スタイルの緩やかな統一 45.1% 50.0% 40.4% 43.9% 48.0% 52.8% 41.7%
学力調査等の合同分析・結果共有 49.1% 45.2% 52.8% 45.5% 58.0% 67.9% 40.8%
小学校段階での基礎学力保障に注力 46.2% 39.3% 52.8% 49.6% 38.0% 58.5% 40.8%
学習・生活規律の設定 56.1% 56.0% 56.2% 53.7% 62.0% 67.9% 50.8%
合同行事の実施 72.3% 64.3% 79.8% 68.3% 82.0% 81.1% 68.3%
合同の児童生徒会の実施 46.2% 48.8% 43.8% 38.2% 66.0% 49.1% 45.0%
中学部活への小学生高学年の参加 38.2% 39.3% 37.1% 38.2% 38.0% 30.2% 41.7%
合同の特別支援教育関連会議の実施 34.7% 36.9% 32.6% 35.8% 32.0% 30.2% 36.7%









支援教育関連会議の実施」の 3 項目では「6－3」制の学校での実施割合が上回った。 





加」「合同の特別支援教育関連会議の実施」の 2 項目ではこの関係が逆転していた。 
では，小中一貫教育による総合的な成果の自己評価の高さはこれらの取組の有無で差が
あるのだろうか。各取組の有無別に総合的な成果スコアを表 2 に示した。この成果スコア
が高いほど成果の自己評価が高いことを意味するが，詳細は第 1 章を参照されたい。 
 
表 2 教育課程や指導に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
授業スタイルの緩やかな統一 3.00 2.98 0.02
学力調査等の合同分析・結果共有 3.07 2.91 0.16
小学校段階での基礎学力保障に注力 3.04 2.95 0.09
学習・生活規律の設定 3.04 2.92 0.12
合同行事の実施 3.06 2.81 0.24
合同の児童生徒会の実施 3.04 2.95 0.09
中学部活への小学生高学年の参加 3.06 2.94 0.12












表 3 教育課程や指導に関する取組と関連成果  
取組あり 取組なし 差
授業スタイルの緩やかな統一 3.19 3.07 0.12
学力調査等の合同分析・結果共有 2.68 2.25 0.43
小学校段階での基礎学力保障に注力 2.66 2.46 0.20
学習・生活規律の設定 2.92 2.55 0.36
合同行事の実施 2.68 2.40 0.28
合同の児童生徒会の実施 2.98 2.83 0.15
中学部活への小学生高学年の参加 3.06 2.86 0.20
























実施状況について尋ねている。項目別に取組を実施した学校の割合を表 4 として示した。 
 
表 4 人間関係固定化に関する取組の実施状況  
一対一の
分離型計 ～3 4～ 6-3 非6-3 ～5 6～
多様な活躍の機会設定 61.3% 67.9% 55.1% 56.1% 74.0% 73.6% 55.8%
異学年交流の機会設定 67.1% 70.2% 64.0% 61.0% 82.0% 84.9% 59.2%
同一学年の学級間交流 24.3% 28.6% 20.2% 23.6% 26.0% 15.1% 28.3%
多様な教職員との関わり 50.3% 52.4% 48.3% 41.5% 72.0% 62.3% 45.0%
地域との連携 34.7% 38.1% 31.5% 34.1% 36.0% 56.6% 25.0%
いじめへの早期対応 63.6% 71.4% 56.2% 62.6% 66.0% 71.7% 60.0%















のが表 5 である。 
 
表 5 人間関係固定化に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
多様な活躍の機会設定 2.99 2.99 0.01
異学年交流の機会設定 3.05 2.86 0.19
同一学年の学級間交流 2.98 2.99 -0.02
多様な教職員との関わり 3.07 2.91 0.16
地域との連携 3.10 2.93 0.17














表 6 人間関係固定化に関する取組と関連成果  
関連成果スコア
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
多様な活躍の機会設定 2.64 2.52 0.12 2.75 2.54 0.22
異学年交流の機会設定 2.65 2.49 0.16 2.77 2.47 0.29
同一学年の学級間交流 2.67 2.57 0.09 2.76 2.64 0.12
多様な教職員との関わり 2.68 2.51 0.17 2.82 2.52 0.29
地域との連携 2.82 2.48 0.34 2.90 2.55 0.35

















を表 7 としてまとめた。 
 
表 7 教職員交流に関する取組の実施状況  
一対一の
分離型計 ～3 4～ 6-3 非6-3 ～5 6～
小学校段階での教科担任制導入 48.0% 47.6% 48.3% 46.3% 52.0% 45.3% 49.2%
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 61.3% 61.9% 60.7% 55.3% 76.0% 77.4% 54.2%
相互乗り入れ授業の実施 20.8% 20.2% 21.3% 15.4% 34.0% 30.2% 16.7%
教職員の兼務発令 56.1% 59.5% 52.8% 50.4% 70.0% 52.8% 57.5%
一貫教育コーディネーター役の存在 74.6% 71.4% 77.5% 65.9% 96.0% 67.9% 77.5%
校務分掌の合同担当 2.3% 1.2% 3.4% 3.3% 0.0% 5.7% 0.8%
事務の共同実施 20.2% 21.4% 19.1% 21.1% 18.0% 28.3% 16.7%

















有無別に総合的な成果に関するスコアを表 8 としてまとめた。 
 
表 8 教職員交流に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
小学校段階での教科担任制導入 3.05 2.93 0.11
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 3.06 2.88 0.18
相互乗り入れ授業の実施 3.11 2.96 0.15
教職員の兼務発令 2.95 3.04 -0.09
一貫教育コーディネーター役の存在 3.02 2.89 0.14
校務分掌の合同担当 3.25 2.98 0.27














表 9 教職員交流に関する取組と関連成果  
取組あり 取組なし 差
小学校段階での教科担任制導入 3.30 3.10 0.20
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 2.75 2.43 0.32
相互乗り入れ授業の実施 2.92 2.55 0.36
教職員の兼務発令 3.00 3.12 -0.12
一貫教育コーディネーター役の存在 3.15 3.07 0.08
校務分掌の合同担当 2.75 2.07 0.68












取組に対して一つの項目のみに限定して表 9 に示した。 
この結果からも，基本的には取組を行った学校の方が高いスコアとなったものの，兼務



















ているので，これらの取組の実施状況を表 10 に示した。 
 
表 10 地域や保護者との連携に関する取組の実施状況  
一対一の
分離型計 ～3 4～ 6-3 非6-3 ～5 6～
小中合同でコミュニティ・スクール組織 13.3% 7.1% 19.1% 15.4% 8.0% 22.6% 9.2%
小中合同で学校支援地域本部の設置 14.5% 13.1% 15.7% 18.7% 4.0% 26.4% 9.2%
小中合同で学校評議員の任命 11.6% 3.6% 19.1% 7.3% 22.0% 26.4% 5.0%
地域住民・保護者・学校関係者
による協議会等の設置
45.7% 39.3% 51.7% 45.5% 46.0% 49.1% 44.2%
小中合同でPTA組織の設置・活動 13.3% 8.3% 18.0% 13.8% 12.0% 26.4% 7.5%
小中合同で自己評価の実施 6.4% 2.4% 10.1% 5.7% 8.0% 11.3% 4.2%
小中合同で学校関係者評価の実施 15.6% 6.0% 24.7% 15.4% 16.0% 26.4% 10.8%
小中合同で学校通信を継続的に発行 17.9% 11.9% 23.6% 16.3% 22.0% 28.3% 13.3%











合的な成果の自己評価に関するスコアを示した表 11 を見てみよう。 
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表 11 地域や保護者との連携に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
小中合同でコミュニティ・スクール組織 2.91 3.00 -0.09
小中合同で学校支援地域本部の設置 3.12 2.97 0.15




小中合同でPTA組織の設置・活動 3.09 2.97 0.11
小中合同で自己評価の実施 3.00 2.99 0.01
小中合同で学校関係者評価の実施 3.11 2.97 0.15











はどうだろうか。これらの成果に関するスコアを各取組の有無別に表 12 で示した。 
 
表 12 地域や保護者との連携に関する取組と関連成果  
関連成果スコア
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
小中合同でコミュニティ・スクール組織 2.91 2.55 0.36 3.09 2.71 0.38
小中合同で学校支援地域本部の設置 2.80 2.57 0.23 3.00 2.72 0.28
小中合同で学校評議員の任命 2.90 2.56 0.34 3.05 2.72 0.33
地域住民・保護者・学校関係者
による協議会等の設置
2.71 2.51 0.20 2.91 2.63 0.28
小中合同でPTA組織の設置・活動 3.04 2.53 0.51 3.09 2.71 0.38
小中合同で自己評価の実施 3.00 2.57 0.43 3.18 2.73 0.45
小中合同で学校関係者評価の実施 2.74 2.58 0.17 2.93 2.73 0.20
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表 13 制度要件への適合状況と成果  
適合あり 適合なし 差
総合的な成果 3.22 2.93 0.29
全国学力調査結果での向上 2.86 2.35 0.51
都道府県学力調査での向上 2.94 2.36 0.58
民間学力調査での向上 2.79 2.25 0.54
学習習慣の定着 2.84 2.65 0.19
生活リズムの改善 2.78 2.57 0.21
体力系調査での向上 2.54 2.26 0.28
授業を理解できる児童生徒の増加 2.89 2.56 0.33
勉強好きな児童生徒の増加 2.97 2.44 0.53
学習意欲の向上 3.00 2.61 0.39
学習に悩む児童生徒の減少 2.84 2.47 0.36
中学進学不安の減少 3.43 3.13 0.30
学校生活満足度の向上 3.05 2.69 0.36
中1ギャップ緩和 3.27 3.09 0.18
いじめ問題減少 2.78 2.52 0.27
不登校減少 2.73 2.56 0.17
暴力行為減少 3.00 2.60 0.40
学習・生活規律の定着 3.14 2.83 0.30
規範意識の高まり 3.08 2.67 0.41
思いやりの気持ち育成 3.14 2.71 0.43
自己肯定感の高まり 2.97 2.59 0.38
コミュニケーション能力向上 2.97 2.50 0.47
手本意識の向上 3.16 2.88 0.29
憧れ意識の向上 3.11 2.84 0.27
予防的生徒指導の充実 3.05 2.79 0.26
特別支援指導の充実 2.97 2.83 0.14
指導改善意識の向上 3.14 2.82 0.32
生徒指導力の向上 2.92 2.63 0.29
教科指導力の向上 2.95 2.70 0.25
事務職員等の資質向上 2.84 2.53 0.31
学力保障意識の向上 3.32 2.96 0.37
小中教職員間で認め合う意識向上 3.16 3.02 0.14
教職員間で協力指導する意識の向上 3.32 3.00 0.32
小中共通で実践する取組の増加 3.32 2.94 0.38
小中間で授業観・評価観の差が縮小 3.00 2.69 0.31
指導の系統性への理解の深まり 3.14 2.79 0.34
教職員の仕事満足度の向上 2.59 2.32 0.28
保護者の学校満足度の向上 2.92 2.51 0.41
保護者との協働関係強化 2.89 2.52 0.37
地域との協働関係強化 3.08 2.67 0.41
学校・学年を越えた児童生徒間の交流 3.14 2.78 0.36
独自教科・領域指導の充実 2.37 2.02 0.36










型で 173 校中 37 校（21.4％）であった。 
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第 4 章 




















るために，各区分の学校数が 50 校以上となるように分け方を第 1 章から変更した。 
 
表 1 教育課程や指導に関する取組の実施状況  
一対多の
分離型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～11 12～18 19～ 2 3 4～
授業スタイルの緩やかな統一 36.4% 37.5% 31.8% 43.4% 34.9% 42.4% 41.0% 38.9% 21.2% 39.6% 30.9% 35.1%
学力調査等の合同分析・結果共有 46.1% 52.3% 32.2% 51.8% 45.3% 49.3% 55.1% 46.0% 28.8% 45.5% 46.5% 48.6%
小学校段階での基礎学力保障に注力 44.1% 46.9% 37.9% 47.0% 40.1% 59.7% 48.0% 45.0% 34.8% 41.3% 47.0% 51.4%
学習・生活規律の設定 43.4% 45.2% 36.5% 51.8% 40.3% 55.6% 48.8% 42.8% 34.1% 43.5% 41.5% 48.6%
合同行事の実施 62.0% 48.4% 83.4% 73.5% 60.1% 69.4% 62.9% 63.3% 56.8% 64.8% 57.1% 60.8%
合同の児童生徒会の実施 33.0% 33.3% 27.5% 45.8% 26.8% 56.9% 33.6% 35.0% 26.5% 38.4% 27.6% 18.9%
中学部活への小学生高学年の参加 40.3% 36.0% 46.0% 47.0% 42.4% 31.9% 41.4% 41.2% 36.4% 42.8% 37.8% 33.8%
合同の特別支援教育関連会議の実施 42.3% 42.7% 39.8% 45.8% 40.5% 49.3% 41.8% 46.0% 34.8% 42.5% 42.4% 40.5%
（参考）該当学校数 700 405 211 83 556 144 256 311 132 409 217 74

















が高いほど成果の自己評価が高いことを意味するが，詳細は第 1 章を参照されたい。 
 
表 2 教育課程や指導に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
授業スタイルの緩やかな統一 3.01 2.85 0.15
学力調査等の合同分析・結果共有 3.00 2.83 0.17
小学校段階での基礎学力保障に注力 2.96 2.87 0.09
学習・生活規律の設定 3.01 2.84 0.17
合同行事の実施 2.98 2.79 0.19
合同の児童生徒会の実施 3.01 2.86 0.15
中学部活への小学生高学年の参加 2.93 2.90 0.03












表 3 教育課程や指導に関する取組と関連成果  
あり なし 差
授業スタイルの緩やかな統一 3.11 2.99 0.12
学力調査等の合同分析・結果共有 2.46 2.12 0.34
小学校段階での基礎学力保障に注力 2.48 2.32 0.16
学習・生活規律の設定 2.78 2.56 0.22
合同行事の実施 2.54 2.34 0.20
合同の児童生徒会の実施 2.81 2.68 0.13
中学部活への小学生高学年の参加 2.82 2.74 0.08

























こりにくいと考えられるが，項目別に取り組んでいる学校の割合を表 4 に示した。 
 
表 4 人間関係固定化に関する取組の実施状況  
一対多の
分離型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～11 12～18 19～ 2 3 4～
多様な活躍の機会設定 53.4% 61.2% 36.5% 59.0% 50.0% 66.7% 61.3% 52.1% 41.7% 55.3% 51.2% 50.0%
異学年交流の機会設定 47.3% 48.4% 41.2% 57.8% 41.5% 69.4% 57.4% 41.8% 40.9% 50.1% 44.7% 39.2%
同一学年の学級間交流 26.9% 26.4% 21.3% 43.4% 23.9% 38.2% 29.7% 27.7% 19.7% 29.6% 23.0% 23.0%
多様な教職員との関わり 36.6% 39.5% 29.4% 41.0% 27.7% 70.8% 39.5% 36.3% 31.8% 37.7% 35.9% 32.4%
地域との連携 20.3% 23.0% 14.7% 21.7% 16.4% 35.4% 25.8% 17.7% 15.9% 21.5% 19.8% 14.9%
いじめへの早期対応 54.0% 61.2% 37.9% 60.2% 52.0% 61.8% 59.8% 52.4% 47.0% 56.7% 50.2% 50.0%
（参考）該当学校数 700 405 211 83 556 144 256 311 132 409 217 74














の自己評価について，取組の有無別にスコアを表 5 にまとめた。 
 
表 5 人間関係固定化に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
多様な活躍の機会設定 2.97 2.85 0.12
異学年交流の機会設定 2.98 2.85 0.14
同一学年の学級間交流 2.97 2.89 0.09
多様な教職員との関わり 2.98 2.87 0.12
地域との連携 2.97 2.89 0.08














表 6 人間関係固定化に関する取組と関連成果  
関連成果スコア
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
多様な活躍の機会設定 2.61 2.41 0.20 2.60 2.42 0.19
異学年交流の機会設定 2.65 2.39 0.26 2.64 2.41 0.23
同一学年の学級間交流 2.63 2.47 0.15 2.66 2.47 0.19
多様な教職員との関わり 2.65 2.44 0.21 2.66 2.44 0.22
地域との連携 2.65 2.48 0.17 2.75 2.46 0.29















うな小中学校段階間の交流に関する取組の実施状況を表 7 としてまとめた。 
 
表 7 教職員交流に関する取組の実施状況  
一対多の
分離型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～11 12～18 19～ 2 3 4～
小学校段階での教科担任制導入 46.7% 40.7% 51.2% 63.9% 39.7% 73.6% 46.5% 44.7% 52.3% 46.9% 45.2% 50.0%
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 54.0% 57.0% 45.5% 61.4% 47.7% 78.5% 60.9% 52.4% 43.9% 57.5% 53.9% 35.1%
相互乗り入れ授業の実施 14.6% 14.8% 12.8% 18.1% 8.8% 36.8% 17.2% 11.6% 15.9% 15.6% 13.8% 10.8%
教職員の兼務発令 60.7% 58.8% 66.4% 55.4% 58.1% 70.8% 57.8% 61.1% 65.9% 63.1% 61.3% 45.9%
一貫教育コーディネーター役の存在 70.7% 69.4% 77.3% 60.2% 66.2% 88.2% 68.8% 69.1% 78.8% 72.4% 69.6% 64.9%
校務分掌の合同担当 3.1% 0.7% 8.1% 2.4% 2.3% 6.3% 3.5% 2.9% 3.0% 3.2% 2.3% 5.4%
事務の共同実施 26.9% 29.1% 25.6% 19.3% 23.0% 41.7% 35.9% 22.8% 18.9% 24.2% 28.1% 37.8%




















有無別に総合的な成果に関するスコアを表 8 としてまとめた。 
 
表 8 教職員交流に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
小学校段階での教科担任制導入 2.96 2.86 0.10
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 2.97 2.84 0.13
相互乗り入れ授業の実施 3.04 2.89 0.15
教職員の兼務発令 2.89 2.94 -0.05
一貫教育コーディネーター役の存在 2.92 2.88 0.05
校務分掌の合同担当 3.23 2.90 0.33






だ，全体で 6 割程度の学校で行われていた兼務発令については逆の結果となっていた。 
乗り入れ授業に関する二つの項目に注目すると，方向に関係なく乗り入れ授業を実施し
た学校のスコアは 2.97，相互乗り入れ授業を行う学校に限定したスコアは 3.04 と若干上
昇した。また，片方又は相互での乗り入れ授業の場合は取組の有無によるスコアの差が
0.13 であるのに対し，相互乗り入れ授業の実施に限定した場合はスコアの差が 0.15 と拡
大した。このことから，乗り入れ授業を相互にすることによる優位性があるように見える。 
 
表 9 教職員交流に関する取組と関連成果  
取組の有無 取組あり 取組なし 差
小学校段階での教科担任制導入 3.21 3.04 0.17
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 2.55 2.39 0.16
相互乗り入れ授業の実施 2.62 2.45 0.16
教職員の兼務発令 3.02 3.07 -0.05
一貫教育コーディネーター役の存在 3.08 2.92 0.16
校務分掌の合同担当 2.27 2.08 0.19































ているので，これらの取組の実施状況を表 10 に示した。 
 
表 10 地域や保護者との連携に関する取組の実施状況  
一対多の
分離型計 ～3 4～6 7～ 6-3 非6-3 ～11 12～18 19～ 2 3 4～
小中合同でコミュニティ・スクール組織 3.6% 3.0% 4.7% 3.6% 2.9% 6.3% 5.1% 2.9% 2.3% 3.7% 4.1% 1.4%
小中合同で学校支援地域本部の設置 7.7% 6.9% 10.4% 4.8% 8.3% 5.6% 9.0% 7.1% 6.8% 7.1% 9.2% 6.8%
小中合同で学校評議員の任命 4.7% 1.5% 7.1% 14.5% 2.7% 12.5% 7.4% 3.5% 2.3% 3.9% 5.5% 6.8%
地域住民・保護者・学校関係者
による協議会等の設置
43.3% 37.5% 51.7% 49.4% 42.8% 45.1% 43.8% 42.8% 43.9% 43.3% 42.4% 45.9%
小中合同でPTA組織の設置・活動 9.3% 9.4% 5.7% 18.1% 7.6% 16.0% 11.7% 7.7% 8.3% 9.5% 8.8% 9.5%
小中合同で自己評価の実施 6.0% 2.7% 13.3% 3.6% 5.8% 6.9% 6.6% 5.8% 5.3% 5.4% 7.4% 5.4%
小中合同で学校関係者評価の実施 8.6% 2.0% 20.9% 9.6% 6.3% 17.4% 10.5% 6.8% 9.1% 7.6% 9.2% 12.2%
小中合同で学校通信を継続的に発行 14.4% 10.9% 18.0% 22.9% 11.0% 27.8% 18.4% 11.9% 12.9% 14.2% 16.6% 9.5%
（参考）該当学校数 700 405 211 83 556 144 256 311 132 409 217 74
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表 11 地域や保護者との連携に関する取組と総合的な成果  
取組あり 取組なし 差
小中合同でコミュニティ・スクール組織 2.88 2.91 -0.03
小中合同で学校支援地域本部の設置 2.81 2.92 -0.10




小中合同でPTA組織の設置・活動 3.00 2.90 0.10
小中合同で自己評価の実施 3.00 2.90 0.10
小中合同で学校関係者評価の実施 3.02 2.90 0.12





はどうだろうか。これらの成果に関するスコアを各取組の有無別に表 12 で示した。 
 
表 12 地域や保護者との連携に関する取組と関連成果  
関連成果スコア
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
小中合同でコミュニティ・スクール組織 2.60 2.43 0.17 2.92 2.57 0.35
小中合同で学校支援地域本部の設置 2.52 2.43 0.09 2.80 2.57 0.23
小中合同で学校評議員の任命 2.58 2.43 0.14 2.85 2.57 0.27
地域住民・保護者・学校関係者
による協議会等の設置
2.51 2.38 0.13 2.72 2.49 0.23
小中合同でPTA組織の設置・活動 2.75 2.41 0.35 2.89 2.56 0.34
小中合同で自己評価の実施 2.43 2.44 -0.01 2.60 2.59 0.01
小中合同で学校関係者評価の実施 2.57 2.43 0.14 2.78 2.57 0.21
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表 13 制度要件への適合状況と成果  
適合あり 適合なし 差
総合的な成果 3.11 2.86 0.25
全国学力調査結果での向上 2.53 2.21 0.32
都道府県学力調査での向上 2.57 2.25 0.32
民間学力調査での向上 2.44 2.04 0.40
学習習慣の定着 2.81 2.51 0.30
生活リズムの改善 2.72 2.43 0.29
体力系調査での向上 2.39 2.16 0.23
授業を理解できる児童生徒の増加 2.71 2.42 0.29
勉強好きな児童生徒の増加 2.63 2.32 0.30
学習意欲の向上 2.78 2.46 0.32
学習に悩む児童生徒の減少 2.61 2.33 0.28
中学進学不安の減少 3.28 3.08 0.20
学校生活満足度の向上 2.91 2.62 0.29
中1ギャップ緩和 3.15 3.01 0.14
いじめ問題減少 2.76 2.50 0.26
不登校減少 2.72 2.47 0.25
暴力行為減少 2.72 2.48 0.23
学習・生活規律の定着 2.91 2.69 0.21
規範意識の高まり 2.85 2.60 0.24
思いやりの気持ち育成 2.80 2.55 0.25
自己肯定感の高まり 2.74 2.46 0.28
コミュニケーション能力向上 2.72 2.40 0.31
手本意識の向上 2.94 2.73 0.21
憧れ意識の向上 2.91 2.68 0.23
予防的生徒指導の充実 2.84 2.73 0.11
特別支援指導の充実 2.94 2.82 0.12
指導改善意識の向上 3.02 2.74 0.28
生徒指導力の向上 2.82 2.62 0.20
教科指導力の向上 2.92 2.66 0.26
事務職員等の資質向上 2.74 2.53 0.21
学力保障意識の向上 3.06 2.87 0.19
小中教職員間で認め合う意識向上 3.17 3.01 0.16
教職員間で協力指導する意識の向上 3.12 2.92 0.20
小中共通で実践する取組の増加 3.12 2.83 0.29
小中間で授業観・評価観の差が縮小 2.86 2.60 0.26
指導の系統性への理解の深まり 3.06 2.75 0.31
教職員の仕事満足度の向上 2.45 2.25 0.20
保護者の学校満足度の向上 2.64 2.40 0.24
保護者との協働関係強化 2.63 2.39 0.24
地域との協働関係強化 2.81 2.53 0.28
小学校間差の解消 3.01 2.70 0.32
学校・学年を越えた児童生徒間の交流 3.01 2.67 0.34
独自教科・領域指導の充実 2.37 1.90 0.47




この結果を表 13 として示した。なお，第 1 章で見たように制度要件に適合する学校は，
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だものについて，実施割合を施設類型別に表 1 としてまとめた。 
 
表 1 公立小中一貫教育校での教育課程や指導に関する取組の実施状況  
公立 一体・
全体 隣接型 一対一 一対多
授業スタイルの緩やかな統一 43.2% 65.6% 45.1% 36.4%
学力調査等の合同分析・結果共有 51.1% 72.4% 49.1% 46.1%
小学校段階での基礎学力保障に注力 47.0% 57.3% 46.2% 44.1%
学習・生活規律の設定 50.9% 74.0% 56.1% 43.4%
合同行事の実施 69.7% 94.3% 72.3% 62.0%
合同の児童生徒会の実施 42.7% 72.4% 46.2% 33.0%
中学部活への小学生高学年の参加 42.1% 51.0% 38.2% 40.3%
合同の特別支援教育関連会議の実施 45.7% 65.1% 34.7% 42.3%

























の取組の有無を尋ねている。これらの取組をしている学校の割合を表 2 として示した。 
 
表 2 公立小中一貫教育校での人間関係固定化に関する取組の実施状況  
公立 一体・
全体 隣接型 一対一 一対多
多様な活躍の機会設定 58.3% 72.4% 61.3% 53.4%
異学年交流の機会設定 58.3% 87.5% 67.1% 47.3%
同一学年の学級間交流 26.0% 20.8% 24.3% 26.9%
多様な教職員との関わり 48.5% 87.5% 50.3% 36.6%
地域との連携 24.9% 32.3% 34.7% 20.3%
いじめへの早期対応 56.4% 63.0% 63.6% 54.0%




























いて分析することとし，このような取組を実施している学校の割合を表 3 に示した。 
 
表 3 公立小中一貫教育校での教職員交流に関する取組の実施状況  
公立 一体・
全体 隣接型 一対一 一対多
小学校段階での教科担任制導入 52.3% 75.0% 48.0% 46.7%
片方向・相互での乗り入れ授業の実施 60.7% 86.9% 61.3% 54.0%
相互乗り入れ授業の実施 21.1% 45.0% 20.8% 14.6%
教職員の兼務発令 65.4% 90.1% 56.1% 60.7%
一貫教育コーディネーター役の存在 66.5% 46.9% 74.6% 70.7%
校務分掌の合同担当 12.4% 50.0% 2.3% 3.1%
事務の共同実施 32.3% 61.5% 20.2% 26.9%












































ことにして，これらの取組の実施状況を表 4 に示した。 
 
表 4 公立小中一貫教育校での地域や保護者との連携に関する取組の実施状況  
公立 一体・
全体 隣接型 一対一 一対多
小中合同でコミュニティ・スクール組織 7.0% 13.5% 13.3% 3.6%
小中合同で学校支援地域本部の設置 10.5% 18.2% 14.5% 7.7%
小中合同で学校評議員の任命 13.3% 44.3% 11.6% 4.7%
地域住民・保護者・学校関係者
による協議会等の設置
43.9% 40.6% 45.7% 43.3%
小中合同でPTA組織の設置・活動 20.1% 64.1% 13.3% 9.3%
小中合同で自己評価の実施 16.1% 57.3% 6.4% 6.0%
小中合同で学校関係者評価の実施 20.1% 63.5% 15.6% 8.6%
小中合同で学校通信を継続的に発行 24.2% 62.5% 17.9% 14.4%















































































































 その上で，実施した訪問調査は，表 1 に示す 20 市区町村の小中一貫教育校 26 件である。
実態調査によれば全国 211 市区町村で小中一貫教育を実施しているので，市区町村数に限
れば，本訪問調査はその 1 割弱をカバーしていることになる。 
 なお，表 1 の自治体の番号は，章番号に対応している。 
(2) 訪問調査の実施 
 訪問調査は，平成 26 年 8 月から 27 年 6 月までの期間に実施した。訪問先は，小中一貫
教育校及び教育委員会である。訪問日時と訪問先の一覧は＜資料＞に掲載している。 














 訪問調査校（教育委員会を含む）の一覧を表 1 に示す。 
(1) 訪問調査校の施設形態 
 26 件の内，施設一体型 17 件，施設隣接型 0 件，施設分離型 5 件であり，施設一体型と
施設分離型の併存等が 4 件（稚内東地区，日野学園，府南学園，玄海中学校区）である。 
 実態調査による全国の施設形態別構成から見れば，訪問調査校全体では，施設一体型及
び，施設一体型と施設分離型の併存等の割合が特に高く，施設分離型の割合が低い。 
 なお，施設一体型と施設分離型の併存等の 4 件の詳細は，該当する章を参照されたい。 
(2) 学年段階の区切り 
 4－3－2 が最も多く 20 件であり，次いで 6－3 の 3 件（稚内市東地区，府中学園，府南
学園）である。3－4－2（豊里小･中学校），5－4（京都御池中学校ブロック），その他（教
科特性に合わせて区分，連雀学園）はそれぞれ 1 件となっている。 
 実態調査による全国の学年段階の区切り別構成から見れば，訪問調査校全体では，4－3
－2 の区切りの割合が著しく高く，逆に 6－3 の区切りの割合が著しく低い。この状況は，
訪問調査校に施設一体型が多いことに起因すると考えられる。 
(3) 教育課程特例校の認定等 






 26 件の内 12 件が自治体全域で実施しているが，その内 4 件は自治体唯一の小学校と中
学校によるものである。 
 なお，学校選択制を実施するのは 3 件（内 2 件は隣接区域に限定），小規模校であって
児童生徒数を確保するために例外的に通学区域以外からも児童生徒の通学を受け入れる特






 既に平成 11 年度から制度化されている中高一貫教育を進める中で小中高一貫教育へと
発展し，小中一貫教育が実施されている事例として長崎県小値賀地区小中高一貫教育があ
る。 







































H16 H16 ○ 3-4-2 6 8.4
秋田 3 秋田市立岩見三内小・中学校
（岩見三内小，岩見三内中）
一体 H23 4-3-2 3 32.1
埼玉 4 八潮市立大原中ブロック
（大曽根小，大原小，大原中）




























一体 H22 H18 ○ 4-3-2 5 村内唯一の学校 0.5 ○
京都市立京都御池中学校ブロック
（御所南小，高倉小，京都御池中）
分離 H19 H17 5-4 21 各校ＣＳ
京都市立東山開睛館
（開睛小，開睛中）




一体 H20 （H20-22） 4-3-2 3 特認校 13.4
奈良 11 奈良市富雄第三小中学校
（富雄第三小，富雄第三中）





H20 H19 ○ 4-3-2 3 特認校 19.4
呉市立呉中央学園
（呉中央小，呉中央中）
一体 H19 （H12-18） 4-3-2 8
呉市立和庄中学校区
（和庄中，和庄小，本通小，長迫小）
分離 H19 4-3-2 9
府中市立府中学園
（府中小，府中中）








一体 H21 4-3-2 3 町内唯一の学校 0.4 ○
16 梼原町立梼原学園
（梼原小，梼原中）





H23 4-3-2 5 9.7 ○
佐賀市立小中一貫校北山校
（北山小，北山中）
一体 H20 4-3-2 3
佐賀市立小中一貫校富士校
（富士小，富士中）
分離 H26 4-3-2 3
多久市立東原庠舎中央校
（中央小，中央中）
一体 H25 4-3-2 10
多久市立東原庠舎東部校
（東部小，東部中）
一体 H25 4-3-2 5
多久市立東原庠舎西渓校
（西渓小，西渓中）
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舎が置かれている。市の人口は，昭和 50 年には 5 万 5,000 人を超えピークとなったが，
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(2) 東地区 3 校への一貫教育の導入 








り，小学校へ TT としての乗り入れ授業を平成 26 年度までの 4 年間実施した。 





東地区の 1 中 2 小は，施設一体型と施設分離型の組合せによる小中一貫教育を行ってい
る。もともと，稚内東中学校と稚内東小学校は敷地が隣接していたが（施設隣接型），施
設の老朽化により中学校の校舎と体育館の改築が必要となった。そこで，小学校体育館 1





5 キロメートル，車で約 10 分の場所にある。 
























を，a)東地区 3 校の子供たちに「確かな学力をつける」ための共通実践と b)学びを支える
地域・保護者との協働としており，次のような活動が展開されている。 
①公開授業・研究協議 












  年 2 回，声問小学校の児童が稚内東小学校へ行き，合同授業を行っている。 
 ④児童生徒の交流等 
  平成 26 年度までの 4 年間は，先述の北海道教育委員会の巡回指導教員活用事業によ
り教員加配 1 名があり，中学校の英語科の教員が小学校 5・6 年生の英語活動に各学
級週 2 回程度，TT としての乗り入れ授業を実施した（平成 27 年度は事業対象から外
れたため加配措置はないが，実施教科も含めて乗り入れ授業の実施について検討中）。
また，臨時的に合唱の盛んな中学校の音楽の教員が小学校の合唱指導を行うことがあ
る。児童生徒の交流としては，学芸会における小学生 4 年生と中学校 2 年生の合同合
唱，生徒会役員による小学生 6 年生への中学校生活紹介活動，児童会・生徒会合同の
スクールガードボランティア感謝の集い，などが行われている。  
 ⑤東地区子育て事業・3 校の PTA 活動 
  東地区には町内会，PTA，学校で組織する東地区子育て連絡協議会が置かれており，




























































 図に示す分掌部長会議は年に 4 回開催されるが，その重要な役割の一つが小中一貫教育
推進委員会の役員会や事務局と連携しながら，「小中一貫の日」の計画を立てることであ










 東地区の実践の成果と課題について，学校では以下の各 3 点を挙げている。 
(1) 成果 
①同じテーマで年 4 回のグループ討議を積み重ねることにより，具体的な実践を継続し



















熱心に取組を継続している優れた事例である。平成 20 年度から 2 年間にわたる市教育委
員会の実践研究校の指定に続き，平成 26 年度からは北海道教育委員会の研究指定を受け
て，取組のステップアップに挑んでおり，研究指定の生かし方は参考になる。 






















(2) 北海道の 14 管内に各 1 地域指定されている。施設一体型小中一貫校を目指す地域はパイロッ
トモデル地域（4 地域）として指定され，東地区を含む残り 10 地域が中学校区単位での指定と
なっている。中学校区単位の指定校は，全道連携協議会への出席ができるほか，道費により学力
向上の成果を検討する CRT 検査が受けられる。  
(3) 渡り廊下は，道路をまたいで中学校の体育館 2 階につながる形式であり，建設費は約 5,000 万
円（全額市費）であった。  
 
＊  稚内東地区を構成しているが、訪問を行っていない。  
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南西部は旧北上川沿いに水田地帯が広がっている。学区は，東西 9.1km，南北 6.8km で東
西に細長く，総面積 32.85km2 である。その内，1,500ha が水田で，稲作を中心とする農





公民館，病院など官公署や誘致企業がある。平成 10 年に南三陸道の桃生豊里 IC ができ，
石巻市内へ 15 分で移動できるようになった。 
東日本大震災で，全壊・半壊の家屋や道路の隆起や陥没した箇所が多く見られた。豊里
駅前の住宅地に沿岸部で被災された人の新築移転が増えてきている。 
また，豊里駅前の下町，二ツ屋を通り涌谷方面に抜ける道路が平成 26 年 3 月末に新し
く開通し，今後，交通量の増加も予想される。 




一貫教育の導入はこれらの解消を主な狙いとしていた。平成 15 年 11 月に内閣府より旧豊
里町地区が「小・中一貫教育特区」としての認定を
受け，平成 16 年度より小中一貫教育が開始された。











図表 1 小中一貫校としてのあゆみ 
豊里小学校 昭和 55 年 旧豊里，竹花， 鴇波，二ツ屋の 4 小学校を 
統合し豊里小学校として開校  
豊里中学校 昭和 22 年 学制改革により 豊里村立中学校創立  
 
平成 15 年度 小中一貫教育特区の設定  
平成 16 年度 4 年生(H21 卒業生)から新しい  カリキュラムの開始  
平成 18 年度 小･中学校一人校長スタート 
豊里小･中一貫校開始式 
平成 19 年度 新校舎落成 
校舎一体型小中一貫校スタート 
平成 20 年度 教育課程特例校の認定 
第 1 回実践公開研究会 
平成 21 年度 第 2 回実践公開研究会 
平成 22 年度 第 3 回実践公開研究会 
平成 24 年度 第 4 回実践公開研究会 
平成 25 年度 第 5 回実践公開研究会 
平成 26 年度 第 6 回実践公開研究会(10/17) 
※「パンフレット」より引用 
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た，平成 20 年度からは，「教育課程特例校」の認定を受けている。 







 豊里小・中学校の在籍児童生徒数は 568 名（うち児童数 377 名，生徒数 191 名），各学
年 2 クラス編制となっており，普通学級 18 学級，特別支援学級 4 学級である。教職員数
は，49 名（非常勤含む）となっている（平成 26 年度の実績，以下では特に断らない限り
当該年度の数値を示す）。 
 先述のように，平成 16 年度の小中一貫教育の開始当初は小学校と中学校がそれぞれ別
校地にある施設分離型であったが，平成 19 年度には中学校の校地内に校舎を増築し，小
中の施設一体型校舎での一貫教育体制となっている。現在の校舎は，地上 3 階建てで，1
























く・話す・読む・書く」，【5 年～9 年生前半】中学校教科書の使用，【9 年生後半】発展的










中学年部となる 4 年生からは，英語教育と一部教科担任制の導入が行われる。4 年生が
中学年部の始まりとなる点については，学習面ではメリットも感じられるが，行動面では
4 年生が中学年部の中で一番下として扱われることから，従来の 6－3 制に比べリーダー性
が育ちにくいといった課題がみられる，とのことである。 
 豊里小・中学校は，平成 20 年度より，小・中一貫教育課程特例校の指定を受けている。
教育課程の特色としては，4 年生からの英語教育と一部教科担任制の導入が挙げられる。
小学校の英語，中学校の数学・国語の追加授業時数については，主に総合的な学習の一部
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委員会活動も行われている。執行部役員の選挙権は 5～9 年生，被選挙権は 6～8 年生がそ































































②「英語力の向上」について，平成 20 年度以降の英検 3 級合格者割合は，卒業時で 25
～30％前後で推移している。この点については，現在の小学校での週 2 時間の時数で
は不十分で，週 3 時間は必要ではないかと考えている。平成 27 年度からは，5，6 年
生については週 3 時間とし，従来に比べ 20 時間多い年間 90 時間を予定している。ま
た，平成 23 年度卒業生については，合格者比率が 6％程度と急激な落ち込みがみられ
た。該当の学年は，小学校での学習時に，文字の学習を行っておらず，アルファベット
が書けない状況で中 1 の学習に入った。そのため，中 1 から始まる英語学習に強い拒
否反応が生じ，その後，卒業時にいたるまで学力の低迷が続くこととなった。 
③「社会性の育成」では，「学校は楽しいですか」という意識調査において，肯定的な















(1) 4 年生からの英語教育 
 特区や特例校の指定を活用し，4 年生からの英語教育を教育課程の編成へ上手に組み込
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 秋田県の県庁所在都市である秋田市は，面積約 905 平方キロメートル，人口約 32 万人
（平成 26 年 1 月現在）である。平成 9 年に中核市となり，17 年の合併で河辺町と雄和町
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※岩見三内中学校「平成 26 年度学校要覧」から作成  
(3) 岩見三内小･中学校における小中一貫教育の導入 
 平成 20 年当時，岩見三内小学校と岩見三内中学校の校地は数百メートル離れており，
小学校は築 40 年を超える校舎を使用していた。そのような中，児童数の減少に伴う将来
の統合を危惧した地域住民から中学校との併設の要望の声が上がり，これを受けて教育委
員会は，中学校の敷地に移転改築することとした。平成 23 年 4 月に，中学校校舎とつな
がった小学校の新校舎が完成し，施設一体型の併設校となった。 
 それから，「小中一貫した考えに立つ教育」は活発になったが，契機となったのは，併










 平成 26 年現在，小学校は児童数 63 名であり，各学年 1 学級の計 6 学級に特別支援学級
1 学級の編制となっている。一方，中学校は生徒数 34 名であり，各学年 1 学級の 3 学級
編成である。昭和 30 年代に中学校では生徒数 500 名を超える時期があったが，現在では，
ピークの十分の一以下になっている。他の中学校への進学者は年度によるが，市立の中高


















図 2 階平面図  
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４．教育課程の編成と運営 
(1) 教育目標と教育課程  
 小・中学校では，目指す学校像のほか，基本理念，教育目標，目指す子供像，重
点目標を共有している。  
 このうち教育目標を見ると，小学校は「心豊かに  たくましく  学び合う子ども









(2) 学年区分と指導体制  
 学習指導の構想においては，4－3－2 の学年区分を設定して表のような指導体制
をとっている。生徒指導についても 9 年間の生徒指導計画を作成しており，小 5～中






























(3) 乗り入れ授業  
 小・中学校間の乗り入れ授業の豊富さは，岩見三内小・中学校の誇るべき大きな
特色である。平成 26 年度では，中学校教員は全員小学校への乗り入れ授業を行って
おり，7 教科に及ぶ。このうち，TT による乗り入れは，小 3・4 の保健体育，小 5
の社会，小 5・6 の算数及び外国語活動である。また，専科による乗り入れ授業は小
5・6 の書写，小 6 の理科，小 3～6 の音楽である。TT の場合には，中学校教員が主
になって授業を進め，小学校教員は個々の児童の支援等を行うが，評価は共同で行
う。  
一方，小学校教員による中学校への乗り入れは，中 1～3 の家庭科，中 1 の理科及
び社会であり，いずれも TT による。この場合，小学校教員は授業補助を行うととも
に，学力差に対応して個別に支援する。  
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なお，授業時間は小学校 45 分，中学校 50 分である。乗り入れ授業が多いと小中
学校間の時程の調整が必要となるが，これについては 1，3，5 校時の開始をそろえ
ることにより対応している（ただし，終日ノーチャイム）。  
(4) 合同行事  
 運動会，学校祭，避難訓練，儀式的行事，校内研究会，小中交流活動は，全校合
同で実施している。ただし，小学校の卒業式及び中学校の入学式は，それぞれで行
い，中学校卒業式は小 5 以上の参加としている。  
 一部学年の合同行事には，宿泊体験学習，中学校入学説明会，体育大会激励会，
教育講話会，学校保健委員会等があり，主に中学生と小学校高学年が行っている。  
(5) 児童生徒の交流  






(1) 教職員の配置と兼務発令  
 併設校になって校長は 1 名となった（兼務発令）。小学校教頭，中学校教頭，主
査（兼務発令），養護教諭（兼務発令），小学校教諭 7 名（うち 3 名に兼務発令），
中学校教諭 7 名（全員に兼務発令），中学校非常勤講師 2 名，市職員 2 名，市嘱託
職員 1 名を合わせて計 24 名の配置となっている。教諭については，乗り入れ授業を





運営委員会は校長，教頭 2 名，教務 2 名で構成し，週 1 回の開催している。定例
の職員会議は小中合同で月に 1 回，小中合同の朝の打合せは週に 1 回行う。また，
合同の学校行事に関わる各部の会議は随時，集中的に行っている。  
(3) 研究推進体制  
研究・学習指導部が中心となり，小学校と中学校が一体となって研究を進めてい
る。全体研修会は年 3 回，校内授業研修会は年 5 回，更に教員が授業を見合う期間

















(2) その他の保護者や地域との連携  
小学校と中学校それぞれに PTA が置かれているが，内容によっては合同で行われ
ることもある。保護者の PTA 活動への参加率は，ほぼ 100％である。  




















   中学校への進学に不安を覚える児童が減り，入学後も戸惑いが少なくなった。
② 交流活動による思いやり・責任感・憧れの形成




   小中双方に子どもが在籍する保護者も多い中，小・中学校が連携して学校行事やＰＴＡ活動に取り組む
　 ので，理解が得られやすく，協力も得られやすい。
⑤ 教職員の意識変化と指導力の向上





   保護者・地域住民が連携して子どもを育てる場として，地域住民は学校を好意的に受け入れている。
※訪問調査資料より作成  















(2) 学校から見た成果と課題  
 学校では成果と課題を，表 2 及び表 3 のように認識している。  
(3) 課題への対応  
 上記の課題を踏まえ，小中交流活動の見直しと精選，小学校及び中学校のそれぞ
れの独自性が発揮できる工夫を始めている。その一つが 4－3－2 の指導区分から 5
－4 へ移行であり，平成 27 年度には適度な段差を小 6 から中 1 の 2 年間で，しっか
り乗り越えさせる指導を構想しており，教室配置を 4－2－3 に変更の予定である。  
 
８．岩見三内小・中学校の一貫教育の特色 









屋敷 和佳（国立教育政策研究所）  
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 埼玉県の東南端に位置する八潮市は，平成 26 年 1 月現在，人口約 8 万 5000 人，面積は
約 18 平方キロメートルである。平成 17 年 8 月のつくばエクスプレスの開業に伴い「八潮」
駅が設けられた。その後，市の人口は 1 万人近く増え，ベッドタウンとしての性格を強め
ている。 
平成 27 年度現在，八潮市の小学校は 10 校（児童数は 4,553 名），中学校は 5 校（生徒












体型小中一貫校の建設，②6・3 制から 4・3・2 制への移行，③小学校 5 年生からの一部











成 21 年度から小中一貫教育推進委員会（図参照）に名称を改め，現在も継続されている (1)。 
翌 19 年度には，5 校へ研究委嘱（3 年間）を行い，特区による教育課程の段階的な導 
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入を図った。次いで 20 年度には
























 大原中ブロックで研究が開始されたのは，平成 20 年度である。平成 23 年度に大曽根小
学校，大瀬小学校，大原小学校，大原中学校の 4 校で研究発表を行った。当時は，大瀬小
学校を含む 4 校でブロックを構成していたが，先述の通学区域の変更により，現在は大曽




進学する小学校が 7 校ある。大原中ブロックの大曽根小学校では 3 割弱，大原小学校では
1 割程度の児童が大原中学校以外に進学する。また，大原中学校へは，大曽根小学校，大
原小学校以外にも二つの小学校から進学してくる。したがって，全ての児童生徒が同一ブ
ロックで 9 年間を通じて学ぶわけではないという点に注意が必要である。  
 また，八潮市では，前述のように 4・3・2 という学年区分を採っている。特区の認定（平


















































































































 3 校で取り組みやすくするために，3 校とも小中一貫教育推進委員会の部会に対応させ
て，「けいかく部会」，「まなび部会」，「こころ部会」，「しえん・健康部会」の 4 部
会を置いている。そして，教職員はいずれかの部会に所属して部会活動を行う。平成 27













  小中一貫教育を始めてから，学校保健委員会や家庭教育学級を 3 校合同で行っており，
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 八潮市教育委員会は，小中一貫教育の大きな成果として 2 点を挙げている。一つは，基
礎学力の向上である。埼玉県の実施した調査（「教育に関する 3 つの達成目標」効果の検
証結果）によると，導入当初と比較すると，基礎学力は県平均を上回った。不登校につい







































(1) 図に示す校長会及び教頭会は，いずれも小学校と中学校合同の組織である。  
(2) 八潮市では，一つないし複数の小学校区が一つの中学校区を構成する形にはなっておらず，小
学校区と中学校区には複雑なズレがある。そのため，小中一貫教育を進める単位は中学校区で
はなく，2 校の小学校と 1 校の中学校の組合せとしており，それをブロック（中学校名を冠して
いる）と呼んでいる。  
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 区立の小学校と中学校は，それぞれ 37 校と 15 校を数えるが，品川区では平成 18 年度
から全ての小・中学校で小中一貫教育を実施している。 
 品川区の教育改革は，学校選択制の導入（平成 12 年度），外部評価者による学校評価
の導入（14 年度），校長のビジョンに基づく特色ある教育活動推進のための予算配当の実
施などでも知られているように，当時の教育長の下，全国の義務教育段階の教育改革をリ
















 平成 14 年 3 月に教育委員会は「小中一貫校開設」を公表し，翌 4 月には「小中一貫校
開設準備委員会」等を開設して，具体的な検討を開始した。15 年 3 月には，4－3－2 年と
いう学年のまとまりなど，小中一貫教育校の教育課程の考え方を公表した。1～4 年生は基
礎基本の定着を図る学習，5～9 年生は，個性・能力（適性）の伸長を図る学習の時期とさ
れている。さらに，後半の 5～9 年生は 5～7 年生と 8～9 年生に分けて，図 1 のような指

























































 最初の施設一体型の小中一貫校が「日野学園」である。施設一体型は，平成 26 年度ま
でに新たに 5 校が開校した。「伊藤学園」，「八潮学園」，「荏原平塚学園」，「品川学
園」，そして「豊葉の杜学園」である。品川区は四つの地域ブロックに分かれるが，小中
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一貫校は，大きな地域ブロックには 2 校，小さな地域ブロックには 1 校と地域バランスよ
く配置されている。 
 ところで，施設分離型連携校の構成は，小学校 1 校と小中一貫教育を行う中学校が 4 校，
小学校 2 校と行う中学校が 4 校，小学校 3 校と行う中学校が 5 校，小学校 4 校と行う中学
校が 1 校である。この中学校の数と施設一体型一貫校の 6 校を合わせた数は，中学校全体
















 その一方で，第二日野小学校と日野中学校は，平成 14 年度から文部科学省の研究開発
学校の指定を受けて，3 年間小中一貫教育課程の研究を実施し，開校に備えた。小中一貫
校日野学園は，平成 18 年 4 月に開設された。 
(2) 日野学園の児童生徒の状況 
 平成 26 年 4 月現在，児童生徒数の合計は 1,009 人（32 学級）。6 年生までは各学年 3
学級であるが，7 年生以降は 4 学級となる。特別支援学級は 2 学級設けられている。 
 6 年生と 7 年生の間の流出入について見ると，6 年生のうち約 3 割に当たる約 30 人が私
立等へ進学する。この割合は，周辺の一貫校ではない小学校よりもはるかに低いという。
7 年生では，日野中学校の通学区域になっている第二日野小学校以外の 3 小学校からの入
学者（抽選なし）のほか，学校選択制による入学者（抽選あり）がいるが，通学区域外か
らの希望者については，数名が抽選に漏れる状況にある。つまり，6 年生から 7 年生の間










 東京都の方針にのっとり，平成 25 年度より品川区では月に 2 回，土曜日に全校で授業





 また，習熟度別の授業を低学年から実施している（例えば 2 年生で，算数を 2 クラス 3
展開）。中学校では，英語，数学，理科，社会において習熟度別授業を行っている。 
 時程は，朝学活の開始は全学年一緒であるが，1～4 年生が 45 分授業，5 年生以上では










 また，5 年生と 6 年生は学年の教員による教科担任制を行っている。あわせて，5 年生
と 6 年生では，中学生と同様に定期試験を行う。 
(3) 特別活動の工夫 
 運動会は，開校 3 年目までは小中一緒であったが，出演回数が少なくなるため，現在で
は小 1～4 年生と 5 年生以上を分けて実施している。文化祭は 5～9 年生の行事であり，学
年別学級対抗の合唱コンクールを行う。児童生徒の委員会についても 5～9 年生で取り組
む。部活動は，5 年生から参加できることが大きな特色となっている。このほか，8 年生




 平成 26 年 4 月現在，職員数は 93 人であり，このうち，校長 1 人，副校長 3 人（うち 1
人は統括副校長），主幹教諭 0 人，主任教諭 12 人，教諭 37 人，養護教諭 3 人であり，教
員にはこのほか講師が 10 人配置されている。 
 品川区では，英語科の授業や小中一貫教育を推進するために，区の独自採用の教員を雇
用しており，その数は現在 18 人を数える。そのうち 2 人は，日野学園に配置されている
が，いずれも小学校と中学校の双方の免許を持っている。 
(2) 校務分掌 
 校務分掌として，総務部，一貫教育推進部，教務部，生活指導部，進路指導部の 5 部が
















 なお，小中一貫校同士の情報交換も重要であるため，平成 25 年度から教育委員会は，6
校をメンバーとする「小中一貫校連絡会」を設けている。そこでは，教育委員会職員とと
もに 6 校共通の取組を確認したり，各校の特色について情報交換をしたりしている。 
(4) 連携校との研修交流 







 地域との連携活動には，主なものとして，月に 1 回の児童生徒による地域清掃，
地域と合同の防災訓練，町会のはんてんを借りて行う運動会の表現活動，地域の祭




























導の要は中学校体制に移行する 5 年生から 7 年生のブロックにある。中 1 ギャップがなく






















3) 若月秀夫編著『学校大改革 品川の挑戦』学事出版，2008 
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盤として，『三鷹市教育ビジョン』（平成 18 年 12 月）を実現するための取組の一つとし
て，小・中一貫教育 (1)を実施している。 










平成 16 年 1 月に検討委員会より最終報告
書が出された。この最終報告書では，特区
申請，第二中学校区をモデル校とすること，
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 再検討においては，『三鷹市立小・中一貫教育構想に関する基本方針』（平成 17 年 3
月 3 日）を策定し，同年 4 月から「三鷹市立小・中一貫教育校開設準備検討委員会」を設
置し，開設に当たっての具体的な検討が行われた。そして，『三鷹市立小・中一貫教育校
の開設に関わる実施方策』（平成 17 年 12 月 7 日）が策定され，平成 18 年 4 月から第二
中学校区（第二小学校，井口小学校，第二中学校）において小・中一貫教育校（にしみた




構想（平成 13 年三鷹市議会議決）』に始まり，『第 4 次三鷹市基本計画』（計画期間：
平成 23～34 年度），『三鷹市自治体経営白書』につながるものである。 
そして両方の流れを併せて，『三鷹市教育ビジョン 2022』（平成 24 年 3 月策定，計画
期間：平成 23～34 年度）が策定され，小・中一貫教育のより一層の充実，発展が目指さ
れている。 
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成されている。各校の児童生徒数と学級数は表 1 のとおりである。 
 
表 1 連雀学園の児童生徒数（平成 26 年度）  
学校名  児童生徒数  学級数（うち特別支援学級数）  
第四小学校  492 名  15 学級        
第六小学校  778 名  26 学級（3 学級）    
南浦小学校  679 名  20 学級        





のある指導を 9 年間一貫して行うために，「三鷹市立小・中一貫教育校 小・中一貫カリ
キュラム」を，平成 20 年 3 月告示の学習指導要領に基づき，平成 21 年 3 月に作成した。








については図 2 のとおりである。 
 また，発達段階に応じた学習の狙いの明確化，重点化を意識した指導を実施するため 
 
- 101 - 
 


































































































































































































































































凡例          
 ：無理のない接続のために前後の系統性を特に重視して指導する単元系統        
 ：既習事項を生かし指導する単元系統               











に，9 年間を 3 期に区分している。 
  ・Ⅰ期：基礎・基本を繰り返して習熟を図る時期 
  ・Ⅱ期：基礎・基本を生かして思考力・判断力・表現力を付ける時期 




ている。多くが 4－3－2 制に区分されている (2)。 
 乗り入れ授業については，小学校から中学校へ，中学校から小学校へ，小学校から学園
内の他の小学校へという 3 パターンで実施している。第四小学校の場合は，小学校 5，6
年生の算数に中学校から，中学校 1 年の数学に小学校から教員が入り，ティームティーチ
ングを行っている。市費で後補充の非常勤講師が各学校に配置されている。また，図画工
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校 4 年生では交流を中心とした活動，同 5 年生では小中教員が小・中で授業を行う。同 6
年生では中学校での授業や部活の体験を行っている。また，年 3 回の挨拶運動やコミュニ





































































図 3 連雀学園の組織  



































































図 4 学園のコミュニティ・スクール委員会組織  





























(2) 4－3－2 制以外のものは，社会科と理科が 2－3－2 制（小学校 1，2 年生に教科がないため），
家庭及び技術・家庭科は 7－2 制，ICT 教育は 3－3－3 制である。  
 
＜参考文献＞  
1) 貝ノ瀬滋著『小・中一貫 コミュニティ･スクールのつくりかた 三鷹市教育長の挑戦』，ポプ
ラ社，2010 
2) 三鷹市教育委員会編著『地域と創る三鷹の教育 市制施行 60 周年』，2010  
3) 三鷹市教育委員会『三鷹市教育ビジョン 2022』，2012 
 
＊  連雀学園を構成しているが，訪問調査を行っていない。  
- 105 - 
 









る地域である。総人口 72,000 人，世帯数 30,130 世帯（平成 26 年 5 月 1 日現在），学校
数は，小学校 8 校，中学校 4 校，小中一貫校 1 校となっている。 
 武蔵村山市立小中一貫校村山学園の児童生徒数，学級数は次のとおりである。 
 
表 1 児童生徒数・学級数 









10 組  
計  
児童生徒数  72 79 84 68 99 74 70 68 66 (29) (29) (29) 686 
学級数  3 3 3 2 3 2 2 2 2 2 3 3 30 
出典：平成 26 年度学校案内  
 
２．小中一貫教育導入の経緯 













学校経営の 3 点があげられた。 
 続いて平成 15 年度には「21 世紀における学校のあり方に関する懇談会」が設置され，
学校選択制，2 学期制，小・中一貫校の三つの課題について検討がなされた。懇談会では，
第四小学校と第二中学校の 2 校を想定しながら，次の三つの課題を挙げている。 
 






 （児童生徒の発達段階の特色を整理した上で，義務教育の 9 年間を前期・中期・後期の








 平成 19 年 4 月，市教育委員会事務局に小・中一貫校開設準備室が設置されるとともに，

























校像として次の 3 点をあげている。 
 ① 義務教育 9 年間を見通して，人間力の育成を図る学校 
 ② 施設一体型の特色を生かし，小中一貫教育の推進を図る学校 




 学年区分は次の三つに設定されている。第 1 学年から第 4 学年の 4 学年を「低学年部」
とし，「学習基礎定着期」として捉えている。続いて，第 5 学年から第 7 学年の 3 学年を
「中学年部」とし，「学習充実期」として位置付け，第 8 学年と第 9 学年の 2 学年を「高
学年部」，「学習発展期」として位置付けている。 
 時間割は，平成 26 年 10 月以降，1～4 年生は 45 分授業，5，6 年生は中休みなど小学校
のリズムを維持しながら 50 分授業，7～9 年生は一般的な中学校のリズムで 50 分授業を
実施している。また，ノーチャイムで実施している。この時間割の結果，放課後教員の休














ウ 5・6 年生の中学体験 
・一貫校の特色を生かして，5・6 年生で一部教科担任制を実施したり，定期考査と 5 段階
の評定を実施したりしている。また部活動への参加にも取り組んでいる。  
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６．学校と地域の連携 


















 開校から 3 年間の取組について，検証委員会を立ち上げ，検証項目の検討及び児童生徒，
保護者，地域及び教職員へのアンケート調査，教職員ヒアリングを行い，結果を整理分析
して，報告書を作成している（平成 25 年 6 月）。検証の項目は，大きく「1 教師の変容」
「2 児童・生徒の変容」「3 教育課程全般」「4 地域・保護者の意識」「5 教職員の
組織等」「6 施設・設備」「7 その他」に区分され，それぞれ小項目が設定されている。
実施は平成 24 年中にアンケート調査やヒアリングによる方法をとっている。不登校の出
現率の変化については，中学校の場合平成 21 年度：14.29％，平成 22 年度:8.3％，平成
23 年度：7.41％，平成 24 年度末現在：6.37％となり，低下していることが分かる。また，
6 年生に尋ねた質問で，「来年の 4 月から 7 年生（中学生）になりますが，何か，心配に
思うこと（不安に思うこと）はありますか」との問いに対して，平成 22 年度，平成 23 年
度，平成 24 年度と比較した結果では，余り大きな変化は見られない。教師アンケートに
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口 4600 人，面積約 22 平方キロメートルの村である。 









 全国的に市町村合併の検討が活発であった平成 15 年に，飛島村では住民投票を行い，
合併しないという決議を行った。それ以降，「小さくてもキラリと光る村」を目指してい
る。 














































 平成 26 年 9 月現在，小学校は児童数 262 名で 12 学級（うち特別支援学級 2 学級）であ
り，中学校は生徒数 114 名で 6 学級（うち特別支援学級 1 学級）である。転出入はほとん
どない。 
 また，学年の区分は，後述のように「4・3・2 年制」を採っている。 
(2) 小中一貫教育のためのゆとりある校舎 
 校舎は 1 年数か月の後期を経て，平成 20 年末に完成した。2 階建ての建築面積 8,600
平方メートルであり，学校規模に比して，かなり面積的にゆとりがある。敷地の条件にも
恵まれ，小中一貫教育校の理想を追求した設計と言える。 



































初等部 1～4年 中等部 5～7年 高等部 8・9年
【基礎・基本期】 【充実期】 【発展期】


































 飛島学園の教育課程の特色の一つである小学校 1 年生からの英語科の導入にあるが，こ
れは生活科や総合的な学習の時間の時数を削減することにより確保している。小学校の英
語科では週 3 日間，学級担任と ALT によるティームティーチングが行われる。会話の授
業では，小学生が中学生に英語で説明をするという小中の交流も行われている。中学校に






結び付けている。ただし，5・6 年生の 5 段階評価の導入は時期尚早と判断され，3 段階評
価のままである。なお，5・6 年生は 50 分授業を採用としており，初等部は 45 分授業で
あるが，中等部及び高等部は 50 分授業である。 
②豊かな心の醸成 
 行事を中心に取り組んでいる。小学生と中学生が一緒に行う代表的なものには，合同入
学式（9 年生が 1 年生の手を引いて入場），ホールに全員そろって食べるカフェテリア方
式の給食，お菓子作りやゲームを取り入れた 9 年生と 1 年生による交流会，小･中学校合
同体育祭（縦割りによる結団），5～9 年生による合唱や意見交換を行う文化祭，5～9 年







るために，中学校においても ALT とのティームティーチングが広く行われている。8 年生
は，海外派遣でホームステイをするために英会話を特訓する。 
④未来を切り拓く力の育成 
 中等部でキャリア教育に力を入れている。ものづくり体験（5 年生），職場訪問（6 年













 校長及び教頭は，小学校，中学校ともに配置されており，教職員は小学校 31 名（非常
勤講師，ALT，スクールカウンセラー等を含む），中学校は 28 名（同上）である。この
うち，村費雇用は小学校 8 名（非常勤講師 4 名，ALT1 名，支援員 2 名，パソコン講師 1
名），中学校 10 名（非常勤講師 4 名，ALT1 名，スクールカウンセラー3 名，司書 2 名）
と充実した教職員配置である。 
 兼務発令は，小学校で授業を行う中学校教員 3 名（家庭科，音楽，体育の各教科，うち
家庭科と体育は村費職員）に対してなされている。 
(2) 飛島学園の組織 























出典：飛島村教育委員会「飛島学園 学園紹介」  
 
６．学校と地域の連携 
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７．小中一貫教育の成果と課題 






























1) ボイックス社『スクールアメニティ No.294』pp37-47，2010 
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 京都市は，人口約 147 万人の政令指定都市である。 






が平成 16 年度から始められた。 













 京都市では，平成 16 年 3 月に構造改革特区「小中一貫教育特区」（学習指導要領の基
準によらない教育課程の研究）の認定を受けて，大宅中学校ブロック（1 小 1 中），陶化
中学校ブロック（3 小 1 中）で取組が開始された。大宅中学校ブロックでは，算数・数学
の一貫教育（小 5～中 1 の弾力的指導カリキュラムの作成），小学校 5，6 年生，中学校 1
年生に英語表現科を設置した。陶化中学校ブロックでは，小学校 6 年生に英語科を設置し
た。その後平成 18 年度に京都御池中学校ブロック（算数・数学の一貫教育（小中 9 年間
の弾力的指導カリキュラムの作成），小学校 6 年生に英語科を設置），平成 19 年度に花
背小中学校（算数・数学の一貫教育，小学校 1～6 年生に英語科を設置）での実践が開始
された。 
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平成 20 年度には小中一貫教育推進校を指定し，全行政区での取組を開始し，平成 23 年
度からは，市内全中学校ブロックへの展開が開始されている。具体的な内容は次のとおり
である。 
 ・平成 19 年度 京都御池中学校ブロックで 5－4 制を開始（施設併用型一貫校） 
         花背小中学校開校（施設一体型一貫校） 
 ・平成 21 年度 京都大原学院開校（隣接の小中学校を整備した施設一体型一貫校）  
 ・平成 23 年度 東山開睛館開校（施設一体型一貫校） 
 ・平成 24 年度 凌風学園開校（施設一体型一貫校） 













 京都市では平成 14 年度に地域教育専門主事室を設置し，小中連携など「開かれた学校
づくり」を進める学校を支援する体制を整備した。平成 16 年度には，各小中学校に小中
連携主任を設置し，平成 18 年度には教育委員会内に小中一貫教育推進室を設置した。 
 平成 25，26 年度に，文部科学省の委託研究を受けている中学校ブロックには，行政区










いるが現在のところ全ての学校が 4－3－2 制で実施している。 
・施設併用型：小中学校の施設などが独立しながらも，児童生徒が柔軟に相互の校舎を
活用したもの。学年区分は 5－4 制。 
・連携型：小中学校の施設などが独立しながらも，教員と地域の緊密な連携によるもの。
学年区分は 6－3 制。 








 京都御池中学校ブロックを構成する御所南小学校，高倉小学校は，平成 7 年にそれぞれ







を受けるとともに，平成 18 年 3 月に，京都御池中学校区が京都市小中一貫教育特区に認
定された。 
(2) 小中一貫教育の実施形態 
 京都御池中学校ブロックは，読解力育成を核とした 9 年間の学びを小中一貫教育で実施
するために，平成 19 年度から二つの小学校の 6 年生及び 6 年生の担任が京都御池中学校
に在籍する形で 5－4 制を採っている。6 年生の担任は中学校の校舎に常にいるため，中学
校の職員会議等に参加する。また，6 年生は中学校の生徒会に参加し，6 年生から中学校 1
年への円滑な接続を促進させる取組が多くなされている。 
 各学校の児童生徒数及び学級数は表 1 のとおりである。 
表 1 京都御池中学校ブロックの児童生徒数と学級数 
学校名 児童生徒数 学級数 
京都御池中学校 706 名 24 学級（3 学級） 
御所南小学校 1236 名 39 学級（2 学級） 
高倉小学校 675 名 22 学級（2 学級） 
（注）括弧内は特別支援学級数で内数  




ケーション力）を基盤とした 9 年間の小中一貫の教育課程を編成している。 
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出典 『平成 24 年度 未来に輝く小中一貫コミュニティ･スクールの創造』8 ページより作成  
また 6 年生が中学校校舎で学ぶことをいかし，6 年生から 9 年生までの 4 年間を一つの
児童生徒集団として捉え，仲間意識，所属感を育成するために，平成 22 年度から中学校
の生徒会活動に 6 年生も参加し，4 学年で活動している。 
図 1 京都御池中学校ブロックにおける小中一貫カリキュラム  
1 年生  2 年生  3 年生  4 年生  5 年生  6 年生  7 年生  8 年生  9 年生  










出典）『平成 24 年度 未来に輝く小中一貫コミュニティ･スクールの創造』8 ページより作成  
 
(4) 学校の組織運営 
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 小中一貫教育を推進する上で，小学校 6 年生の教員が担う役割が重要となっている。小
学校 6 年生の教員は，中学校の校務分掌に位付けられ，中学校の職員会議，研修会に参加
する。小学校の会議等には必要に応じて参加する。研究においても中学校の研究体制に属
し，9 年間の中の 6，7 年の接続に力をおいた授業研究や小中合同での単元づくりなどの研
究を行っている。このように，6 年生の教員は拠点を中学校に置き，6，7 年生の教員が一
体となり小中学校の接続部分としての 2 年間の強化を図っている。 
(5) 地域との連携 














た 9 年間の学びの枠組みを構造化していることがある。第二に，3 校の共通の意識と方向
性を共有して指導に当たるために，「OGT 小中一貫教育推進委員会」が組織され，教科別
の分科会があり，教員同士の指導方法の研究や指導力の向上が図られていることがある。
第三に，小学校 6 年の児童及び担任が中学校に在籍することにより，小学校 6 年生が中学
校生活に円滑な移行を図ることを可能にする体制が整備されていることである。  
 このような特色を持つ京都御池中学校ブロックは 10 年目を迎えている。そこでの現状
における成果と課題は，それぞれ次の 2 点にまとめることができる。成果としては，第一
に，同ブロックの特色の一つである小学校 6 年の児童及び担任が中学校に常駐することに







活動も難しく，小小連携という点でも課題がある。第二に，6 年生と中学校 1 年生（7 年
生）への移行は円滑になった一方で，5 年生から 6 年生への移行という点では，従来の中
1 ギャップと同じような「小 6 ギャップ」のような課題が見られるという。 
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５．東山開睛館の取組 
小学校 5 校（白川小・新道小・清水小・六原小・東山小）と中学校 2 校（弥栄中・洛東
中）の合計 7 校を統合し，平成 23 年に新規開校したのが京都市立開睛小学校・開睛中学
校であり，「東山開睛館」として一体的な学校教育が行われている。  
(1) 小中一貫教育導入の経緯 
平成 19 年 8 月に施設一体型小中一貫校の新設を求める要望書が，地元 8 学区 (2)から京
都市に出されたことが契機となった。市議会の承認を受けて，開設準備室が平成 21 年に
















表 2 東山開睛館の児童生徒，学級数  
 小学校 中学校 合計 
児童・生徒数 582 人 307 人 889 人 
学級数 23 学級（4 学級） 12 学級（1 学級） 35 学級（5 学級） 







則的に学区内在住者は東山開睛館で学ぶ。現在の児童生徒，学級数は表 2 のとおり。 
校舎は地上 3 階，地下 2 階となっており，1 階には小中一体で広い大部屋の職員室や 1
・2 年生の教室，2 階には 3・4・7・8 年生の教室や「メディアルーム」と称した図書室，
3 階には 5・6・9 年生の教室が主に配置されている。また，地下 1 階には音楽室や給食調
理室，ランチルームなど，地下 2 階にはアリーナ（体育館）や武道場が配置されている。





入学以降順に「ファースト（1～4 年），セカンド（5～7 年），サード（8～9 年）」の 3
ステージ制として，4－3－2 の区切りを基本としている。ステージ別で発達段階に応じた
指導を行いつつ，各ステージの最高学年（4 年，7 年，9 年）のリーダー性を伸ばすために
ステージ別活動も行う。また，校庭が広くないという問題点はあるが，中学生の姿を特に
低学年の小学生にも見せるために，体育大会を小中合同で開催している。 
















に授業時間を多くしている。例えば，本来は 5 年生で導入される外国語活動は 3 年生から
導入して，5～6 年生でも標準よりも多い時間を確保しており，先述の 3～7 年生を対象と
した「読解の時間」の授業は完全に標準時間の枠外で行っている。また，「開睛英語」にお












平成 26 年度から，5 年生では国語・算数・社会のみを担任教員が教えるが，その他教科
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については教科担任制としており，6 年生では全教科での教科担任制としている。このよ









当初は，9 学年を通じて 1 コマ 45 分授業として，授業時間が不足する中学校段階では 7
時間授業を行っていたが，中学校段階の 1 コマの授業内容は 45 分で消化しきれないとい
う問題が見られた。このため現在，中学校段階の授業は 1 コマ 50 分に変更されている。 
標準的な時程は 8 時半始業で，15 時 45 分又は 50 分に放課となっており，4 年生以下，




するような形で 15 時 20 分には放課となるように時程を設定している。 







































（出所）「平成 26 年度学校要覧」を基に作成  
 
(4) 学校の組織運営 
校務分掌は図 3 のようになる。東山開睛館全体で校長が 1 名，副校長が 1 名，教頭が 2
名という体制となっている。この 4 名以外に，総務主任 1 名，教務主任 2 名，研究主任 2





































②また，不登校児童生徒の実数を見ると開校当初の 20 人から 4 年間を経て順調に半減


































































(1) 学校数は，休校中を含まない。市立学校のみの学校数である。  
(2) この地域には番組小学校を由来とする有済・粟田・弥栄・新道・六原・清水・貞教・修道の 8
学区が含まれ，この由来が校章の八葉の花弁で描かれている。ただ，一部学区での小学校統合
などにより，東山開睛館の前身となった 5 小 2 中という学校数とは一致しない。 
 
＜参考文献＞  
1) けやきプロジェクト，御所南コミュニティ，スマイル 21 プラン委員会『平成 24 年度 未来に
輝く小中一貫コミュニティ･スクールの創造』平成 24 年 11 月  
2) 京都市教育委員会，『～子どもも大人も共に学び育つまち～京都市の教育改革』平成 24 年 10
月  
3) 御所南コミュニティ『平成 25 年度 学校大好き！コミュニティ･スクール』平成 25 年 11 月  
 
＊  京都御池中学校ブロックを構成しているが，訪問調査を行っていない。  
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箕面市は大阪府豊能地域に位置する。昭和 31 年 12 月，当時の箕面町と豊川村が合併し，






いなかった。平成 19 年 5 月，止々呂美と箕面新都心を結ぶ箕面グリーンロード（箕面有
料道）が完成し，市の南部や大阪都心への交通が便利になった。 




































平成 15 年度以降，大阪府や国の事業を活用し小中一貫教育の研究に取り組んだ。 





平成 20 年 4 月，府内公立学校で初めてとなる施設一体型小中一貫校「とどろみの森
学園」として新たなスタートをきったが，同年に文部科学省から「研究開発学校」の指

















 開校した平成 20 年 4 月の児童生徒数は 64 名（うち特認が 26 名）であったが，翌年に
は 125 名まで増え，平成 23 年には一気に 209 名まで増えるなど一貫して増加し続けてい
る。 
 なお，特認校制度を導入し，箕面市内のほかの通学区域の児童・生徒のうち，一定の条
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件を満たす希望者は校区外から入学できることになっている。  






がなく，5 年生以上の教室には壁があってもガラス張りで，6 歳から 15 歳までが共に学び，
自然に異年齢交流が生まれる状況にあった。しかし，その後児童生徒数の増加により増築




教育目標は，「強く 正しく 明るく 仲良く」である。 
そして，「目指す子どもの姿」として次の 5 項目を挙げている。 
・自ら学び，確かな学力・体力，豊かな心を持った子ども  











「前期（1～4 年）」  基礎・基本の定着，生活習慣・学習習慣の定着が指導の重点 
「中期（5～7 年）」  基礎・基本の徹底，思春期の課題への対応が指導の重点 








完全教科担任制のうち，平成 26 年度は，図工（5 年以上），家庭科（5，6 年），体育
（6 年以上），国語・算数（6 年 TT）を中学校教員が担当している。 
(エ)家庭との連携を目指し，各家庭に「家庭学習の手引き」を配布 




1 年→入学式，4 年→前期・中期合同ブロック修了式（2 部として二分の一成人式） 




止々呂美の 4 つの特産物別（ビワ・炭・くり・ゆず）チームに分かれての活動 
縦割りでの給食，日々の清掃活動など 
なお，6 年生から部活動への参加を認める（中学生との体力差に配慮しつつ）。  
(エ)「防災キャンプ」 







 職員室は一つであり，校長 1 名（小中兼務），教頭 3 名（小・中各 1 名，兼務 1 名），養
護教諭小中各 1 名である。なお，全教員が小中学校の兼務発令を受けている。 
(2) 校務分掌等  
 校務分掌は渉外部・総務部・健康教育部・情報教育部・児童生徒指導部・道徳人権部・
教務部・研究推進部の 7 部からなり，各部に小中学校の教職員が所属する。 
 各案件は「校務分掌部会」で検討された後，校長・教頭のほか各校務分掌代表 1 名，各














設置されている。メンバーは小・中学校長会の代表各 1 名，同教頭会代表各 1 名，各
小中学校の一貫教育推進担当者各 1 名，及び市教育委員会学校教育課職員である。 
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８．小中一貫教育の特色 







 高橋 興（青森中央学院大学） 
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人口は約 36 万 4000 人（平成 27 年 1 月現在）で，中核市に指定されている。 














度から，市立小学校 5 年生を対象に現地見学を中心とした世界遺産学習を実施していた。 
②田原小・中学校が一貫教育特区に認定される。 
平成 17 年 4 月，前年に水間小学校と統合した田原小学校と田原中学校による，奈良
市初の施設一体型小中一貫校としての取組が始まった。 
③「奈良市学校規模適正化基本方針」の提言 




次いで，1 学級当たりの児童生徒数は「20 人から 35 人が望ましい～（小学校）低学
年では上限を 30 人とすることが望まれる」とした。 
また，適正な学校規模について，「小学校は 1 学年 2～3 学級，全学年として 12～18
学級」「中学校は 1 学年 3～6 学級，全学年で 9 から 18 学級」とした。 
さらに，適正な学校規模確保に向けた取組についても検討し，「適正な学校規模を下
回る場合」は，「基本的には，統廃合も視野に入れた検討が望ましい。その際，近接・





同市は平成 20 年 4 月，田原小中学校での 3 年間の実践を踏まえ，小中一貫教育パイ
ロット校を 6 中学校区＋1 小学校（富雄第三小学校）に拡大し，取組を推進する姿勢を
一層鮮明にした。 
⑤「奈良市教育ビジョン」に小中一貫教育推進を明示  






 ⑥富雄第三小中学校が 2 校目の施設一体型一貫校となる。 
平成 23 年 4 月，市立富雄第三小中学校が奈良市で 2 校目となる施設一体型の小中一
貫校として開校した。これにより，パイロット校は 8 小学校 7 中学校に拡大された。 
⑦小中一貫教育の全市展開に向けた準備期間の設定 










富雄第三小中学校の平成 26 年度における小学部の児童数は 471 名で学級数は 21（うち
特別支援学級 4），中学部の生徒数は 188 名で学級数は 6（うち特別支援学級 2）である。 
(2) 市で 2 番目の施設一体型小中一貫校として整備 
富雄第三小中学校は平成 23 年 4 月，富雄第三小学校の校舎を増改築し，中学校の校舎・






市が考える小中一貫教育とは，「子どもの発達の早まり」「小学校 5 年・中学校 1 年の段
差」「中学校での学習や生活への不適応（不登校やいじめ等）」などに適切に対応し，子ど
もたちの発達に見合った教育をするため，小中の 9 年間を 4（小 1～4 年・前期）・3（小 5
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①1・2 年は 10 時間，3 年以上は 35 時間を標準授業時数より増やして教育課程を編成す
る。 
②市独自の「新設 3 教科」を教育課程に明確に位置付けて実施する。 
小学校と中学校の学びをつなぎ，これからの社会で求められる力を育成することを目指
して新設された 3 教科は次のとおりである。 
 ア）郷土｢なら科｣（小 5～中 3 年生） 
   世界遺産に学び，郷土「なら」の自然や文化，歴史に対する理解と愛情を育て，世
界遺産をはじめとする「なら」の良さを継承し，次代の国際文化観光都市「奈良市」
を創造するとともに，国際社会に生きる人として必要な資質の基礎を養う。  
 イ）「情報科」（小 3～中 3 年生） 
   情報機器の活用を通して，情報の取扱いに関する基礎的な知識と技能を身に付け，
積極的に情報を集め，分析し，発信し，進んで生活に生かそうとする態度を育てる。 
 ウ）「英会話科」（小 1～中 3 年生） 
   英会話学習を通じて，異文化に触れ，異文化を理解し，日本や奈良の文化との比較
を通して，その良さを認識させるとともに，積極的にコミュニケーションを図ろうと
する態度の育成を図り，活動や体験を通して実践的コミュニケーション能力を養う。  
   小学 1 年から発達段階に応じた英会話等の授業を行う。ALT を活用しながら「いつ
か使える英語」から「今使える英語」を目指して指導する。  
   なお，郷土「なら科」と「情報科」は「総合的な学習の時間の枠内で，英会話科は
「教科」の位置付けで実施されている。 
(3) 学年区分と指導体制等 
 小中の 9 年間を，前期（1～4 年）ブロック，中期（5～7 年）ブロック，後期（8～9 年）





 具体的には，例えば平成 26 年度の場合，小学校の情報科等を中学校の専門の教員が指
導，5・6 年の外国語科を中学校の英語教員が指導，中学校の美術科を小学校の図工専科教
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ウ）奈良市教職員講座 
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 県庁所在都市，鳥取市は平成 16 年 11 月に周辺の 8 町村を編入して人口 20 万人となり，
平成 17 年には山陰で初めて特例市に移行した。その後，人口はわずかながら減少傾向に
あり，平成 27 年 1 月現在約 19 万 3,000 人となっているが，中核市の要件が人口 30 万人
から 20 万人以上に緩和されたことから中核市を目指して準備を進めている。面積は約 766
平方キロメートル，市内には有名な観光地である鳥取砂丘がある。 
 公立の小学校は 44 校（児童数 10,318 人），中学校は 17 校（生徒数 5,066 人）である。 
上記の学校数のうち小中一貫校が 1 校あり，それが湖南学園である。 




表 1 児童生徒数  
学年  1 年  2 年  3 年  4 年  5 年  6 年  7 年  8 年  9 年  計  
児童生徒数(人 ) 18 13 14 21 16 14 18 14 18 146 
出典：平成 26 年度学校案内  
 
２．小中一貫教育導入の経緯 
   湖南地域で小中一貫教育に向けた取組が開始されたきっかけは，就学人口の漸減の趨勢
（すうせい）の中で，地域住民の学校の存続への願いにあった。地域住民の要望を受けて，
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  平成 20 年度に，小中学校が隣接する形で一貫教育がスタートし，教職員の一部兼務が
行われている。その後平成 21 年度には，小学校の校舎を利用した小中一貫校として教育
活動が開始された。また，全教職員の兼務が実施されるとともに，小中学校の PTA も統
一された。翌平成 22 年度には，取組の成果について春季，秋季と 2 度の発表会を実施し，
その後も毎年研究発表会は継続して実施されている。平成 20 年度から平成 22 年度を一貫
教育校としての取組の第Ⅰ期と位置付けており，平成 23 年度～平成 25 年度は第Ⅱ期，平

























 また，表現力・コミュニケーション力の 1～9 学年を通した系統表（図 2 参照）につい 




























異学年交流活動（１～９年） 英 語 活 動（１～６年） コミュニケーションワーク（７～９年） 
 










































































































中一貫教育実践研究発表会』学習指導案，参考資料（平成 26 年 11 月 18 日）より抜粋  
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 出典：図 1 に同じ 






















































































































































































































































































が取り入れられていることが特色である。算数・数学は，2 学年以上は TT で実施され，
コミュニケーション科の英語活動やたてわり活動も TT で実施されている。教科担任制は，
国語，社会，理科，音楽，図工，体育，家庭で実施されている。 
 時間割について，初等ブロックの一単位時間は 45 分，中等・高等ブロックは 50 分授業
で編成されている。1 校時，3 校時，5 校時の始まりをそろえる形で，調整し実施している。 
 
４．学校の組織と運営 











  湖南学園は上に示したように平成 26～28 年度を一貫教育の第 3 ステージとして位置付
け，以下のような中期目標を掲げている。 











  湖南学園の小中一貫教育の特色は次の点にあると考える。 












 鳥取市教育委員会では，平成 23 年 9 月に平成 23～27 年度の 5 年間を見通した鳥取市教
育振興基本計画を策定している。この基本計画は次の三つの計画を策定している。「計画




一方，鳥取市教育委員会は，平成 23 年 4 月に「小中一貫教育推進プラン」を作成して













(1) 補助担任の略で、ブロック内の副担任の立場にある教員。  
- 145 - 
 












は島嶼（とうしょ）部の 8 町を編入し，平成 26 年 5 月 1 日現在の人口は 237,187 人，小















針を取りまとめ，公表（平成 18 年度）している。 
②小中一貫教育研究指定事業：全中学校区に対して行う 2 年間の研究指定。2 年目に公開 
の研究発表を実施。平成 19～22 年度と平成 23～26 年度の 2 期にわたり指定。 
③小中一貫教育推進加配講師措置：市費による加配。乗り入れ授業の際に移動に時間のか 
かる分離型の場合に措置（現在の講師数は 11 名）。 
④小中一貫教育実践事例集：平成 18 年度から継続して作成し配布。 
⑤ブロック別学校経営研修：リーダーシップの育成。校長と教頭を対象に年 3 回実施。 
⑥小中一貫教育コーディネーター研修：全校のコーディネーターを対象に年 3 回実施。 
⑦呉型カリキュラム（小中一貫カリキュラム）の作成：課題に応じたカリキュラムを教科
領域等の別に作成。 
⑧小中一貫教育市民フォーラム：市民への啓発のために，平成 20～22 年度に実施。 
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(4) 呉市における実施形態 
 教育委員会は，呉市の小中一貫教育の特徴を 4 点に整理している。①学習指導要領にの
っとった取組とする，②全ての中学校区で実施している，③4・3・2 の区分，④各中学校
区の特色を生かした取組，である。 
 また，平成 26 年度現在，26 中学校区のうち，各校区の中で小学校 1 校が 16 校区，小














 その後，平成 19 年度から全ての中学校区で小中一貫教育を実施するとともに，呉市立
呉中央学園が開校した。 



























児童生徒数  101 102 87 79 98 95 89 86 74 16 7 834 
学級数  3 3 3 2 3 3 3 3 2 3 2 30 





  実施形態は，施設一体の形をとっており，各学年の教室は 4・3・2 の区分を踏まえ 1～4
学年，5～7 年，8・9 年をそれぞれ同じ校舎に配置している。校長室は 2 室，職員室は 1
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出展：呉中央学園 学校案内「5 研究構想図」 
 
会性等の育成を狙いとする趣旨である。 
 9 年間のカリキュラムの区分を 4・3・2 とし，次のように区分ごとに特色ある取組を進
めている。 
 ア 前期：繰り返し習熟を図る＜反復期＞（1～4 学年） 
 イ 中期：論理的思考力を養う＜活用期＞（5～7 学年） 





















































単位時間は 1～6 年生 45 分，7～9 年生 50 分であり，時間割は，1 校時の始まりは 1～6
年生と 7～9 年生異なっているが，3 校時の始まりと 5 校時の始まりの時刻をそろえた設定
となっている。 
めざす児童生徒の姿  













































































































前期 中期 後期 
 
出典：平成 24 年度版 呉中央学園小中一貫教育カリキュラム   p.5 
 
  小・中学校教員の乗り入れ授業については，小・中学校教員 6 名を兼務発令し，主に 5
・6 年の授業に乗り入れ授業を行っている。実施している教科等は，国語，算数，外国語



















  学校の組織について，管理職については，まず小学校長 1 名，中学校長 1 名，教頭 2 名，
主幹教諭 1 名の体制となっている。また，学校運営委員会及び小学校企画委員会，中学校
企画委員会が設置されている。学校運営の分掌は，「生徒指導・健康安全部」「学年部」










  また，小中一貫教育の推進を担当するコーディネーターが，小学校・中学校に各 1 名置


























   市の小中一貫教育は，一体型が 4 校区あり，上述したように中学校区で見ると，一体型
が 4 校区，小学校 1 校と中学校 1 校が 16 校区，小学校 2 校と中学校 1 校が 7 校区，小学
校 3 校と中学校 1 校が 3 校区となっている。和庄中学校区は和庄中学校と和庄小学校・本
通小学校・長迫小学校で構成されている。小中一貫教育を実施する以前は，小学生の中学
校への進学に伴う学校生活への適応や学習面での不安について課題が指摘されていた。ま
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た，中学校入学後の学力形成について課題があることが指摘されていた。 
 和庄中学校区の小中一貫教育に向けた取組としては，平成 16 年度に小中相互の授業参




表 2 和庄中学校区 4 校の児童生徒数・学級数  
学校名  児童生徒数  学級数  (うち特別支援学級数) 
和庄中学校  296 13 (4) 
和庄小学校  254 13 (2) 
本通小学校  187  8 (2) 
長迫小学校  141  8 (2) 
出典：呉市教育委員会「園児・児童・生徒数、学校数」(平成 26 年 5 月 1 日現在)より作成  
 
(2) 和庄中学校区の取組 











 ア 小学校時に中学校の授業スタイルを経験し，中学校入学時の段差が小さくなる。 
  イ 教員は小中 9 年間の教科の流れを実感し，指導計画の見直しに生かすことができる。 
  ウ 異校種の教員と連携することで，授業規律や指導法等を学ぶことができる。 




 2) 小中学校の交流活動 





  交流活動による効果として，次の 4 点が挙げられている。 
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 ア 小学校児童は，中学校生徒のリーダー性をたのもしく思い，憧れを抱くようになる。 
イ 中学校生徒は自分たちがやらなければ，という自覚が芽生え自己肯定感が高まる。 
ウ 異校種の教員が必然的に連携し理解し合わなければならない場面が増える。 
 エ 中学校区の保護者や地域の中に一体感が生まれる。 
 アとイは児童生徒に見られる効果であり，ウは教員の変化，エは保護者や地域の面から
の成果に当たる。 
 3) 生徒指導や学習指導面での連携 






和庄地区小中一貫教育研究会も年 1 回開催されている。 

















 ア 9 年間のカリキュラムの見直しを図る。 
 イ これまでの取組の成果を生かして，継続的な取組とする。 
  ここで成果としたことの裏付けとして，平成 19 年度と平成 26 年度の全国学力・学習状
況調査の結果を比較したデータがあげられている。「自分に良いところがある」（自己肯
定感），「将来の夢や目標を持っている」（自尊感情），中学校の国語，数学の正答率な
どではいずれも向上している。また，平成 18 年～平成 25 年の中学生の問題行動（暴力行
為，いじめ，不登校）の推移を見ると，特に暴力行為は平成 18 年から平成 19 年にかけて
減少し，不登校は，平成 20 年以降徐々に減少している。 
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前期  中期  後期  













































どのくらいの時間？ 30 分以上  50 分以上  60 分以上  70 分以上  8 0 分以上 9 0 分以上 
内容や方法は？ 















































計 算  
計算ドリルや計
算カードを使い













な どの問 題 に
取組みましょう。

































































1) 呉市立五番町小学校，二河小学校，二河中学校『公立小中で創る一貫教育 4・3・2 のカリキュ
ラムが拓く新しい学び』ぎょうせい，2005 
 
＊ 和庄中学校区を構成しているが、訪問を行っていない。  
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さらに，平成 14 年に市内中心部にあった JT 府中工場が閉鎖されて街作り面での新たな
施設が求められたことや，既存の学校施設に老朽化の問題が生じていたことも重なり，JT
工場跡地に小中一貫校型学校（後の府中学園）の建設が平成 15 年に決まった。 
これを受けて，府中学園の新校舎が完成する平成 20 年度から小中一貫教育の完全実施











現在の府中市内には小学校が 8 校，中学校が 4 校あり，「当たり前の義務教育」を提供
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表 1 府中市で小中一貫教育を行う四つの学園  
立地環境 学園名（愛称） 中学校 小学校 
一体型 
府中学園 府中中 府中小 
府中明郷学園 府中明郷中 府中明郷小 
連携型 上下学園 上下中 上下北小・上下南小 





このように，府中市の小中一貫教育を行う 4 学園は立地環境だけでも大きく異なる。 
府中市教委はこのような違いも認識して，既に述べたように平成 22 年頃から各学園の






されると，市長直轄予算から上限 200 万円の予算を付けて取り組ませる取組もできている。 
ただ，全市での取組である強みも生かし，統一的に行われている取組もある。小中一貫





さらに，平成 25 年 3 月には平成 25 年度から 10 年間の「府中学びプラン」が策定され，
小中一貫教育の推進は，第一の政策の柱として掲げている。例えば，小中学校間の乗り入
れ授業や異学年交流のようなこれまでの推進施策を更に見直した「新小中一貫教育プラン





平成 16 年度からの試行期間も含めた 10 年間の取組で，いわゆる「中一ギャップ」で生
じると考えられる中学 1 年生からの不登校生徒が減少した。また，平成 16 年度には小中
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その現在の一体型校舎による 1 中 1 小体制での授業が始まったのは，全市での本格的な
小中一貫教育が開始された平成 20 年度であり，府中市における小中一貫教育のモデル校
として位置付けられていた。なお，平成 19 年度までは旧府中第二中と旧東小，旧西小，
旧岩谷小，旧広谷小の 1 中 4 小体制で試行していた。 
平成 26 年 5 月時点において，小学校は 21 学級 626 名（うち特別支援 2 学級 14 名），











めて生徒たちが主体的に動くことや中 1 に中 3 の姿を近くで見せることを目的として，中
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学校段階では教科センター方式が導入されている。この学年別教室は校舎構造上固定され




れの児童生徒本人や家庭状況等に関する記録を小 1 から中 3 まで引き継ぎ，小中間で情報
共有をしっかりとすることによって，それぞれの子の成長をより深く見守りつつ，保護者
を含めた無用なトラブルも未然に防ぐように工夫している。  
なお，一体型校舎だが小中学校で単位授業時間（小 45 分，中 50 分）は異なるため，小







体型校舎である府中学園の校長は小中兼任で 1 名となっており，教頭は小中それぞれ 1 名
ずつ配置されている。ただし，県費負担教員として，生徒指導とコミュニティスクール研
究指定で小学校に各 1 名，更に理科教育で中学校に 1 名加配されており，府中学園には合
計 3 名の教員が小中一貫教育と異なる名目で加配されている。 
 




















からは図 1 の①～⑤の 5 部会の組織となっている。校務分掌は小中学校で分離しているが，
そろえられるものはできるだけそろえて，小中一貫推進のための組織と連動させている。 
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平成 26 年度は府中学園となって 7 年目で校長が交代したこともあり，転換期に当たる
と考えられている。毎年 5 月に開催される小中合同での「ふれあいスポーツフェスティバ





きている。なお，中学校の文化祭については，先行的に小 6 のみを一部参加させている。 
(3) 小中一貫教育の成果と課題 



































平成 26 年 5 月時点での府南学園を構成する各学校の概況は表 2 のとおりである。 
 
表 2 府南学園構成校の概要 
学校名 児童生徒数 学級数（特別支援学級数：内数） 
第一中学校 432 名 15 学級（3 学級） 
国府小学校 329 名 15 学級（3 学級） 
栗生小学校 142 名 8 学級（2 学級） 
旭小学校 274 名 14 学級（2 学級） 
南小学校 160 名 9 学級（3 学級） 
合計 1,337 名 中 15 学級・小 46 学級 
（出典）府南学園提供資料及び各校ホームページを基に筆者作成 
 
第一中学校は昭和 24 年に開校した歴史のある学校で，昭和末期には 1,000 人を超える
生徒が在籍する大規模校であった。その後の少子化によって，現在の生徒数は 400 人程度


































































































(1) 上下学園では小 5から中 1を接続期として焦点化し，小中移行期に力を入れた工夫もしている。  
(2) 聞き取り調査時に提供を受けた内部資料でもこの傾向が確認された。やや古いデータだが府中
市教委の「府中学びプラン」（平成 25 年 3 月）p7 などにも同様の記述がある。  




＊  府南学園を構成しているが，訪問調査を行っていない。  
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 町の 85％を山林が占め，主要産業は農業・畜産業・林業である。 
 平成 26 年における人口は 4,600 人余である。過去 40 年間で人口は約 2 分の 1，児童生
徒数は約 5 分の 1 に激減し，年少人口が 10.2％，老年人口が 40.6％と過疎化・少子高齢
化が顕著になっている。 











①昭和 30 年に田井村・森村・地蔵寺村の 3 村合併により土佐村誕生（小 10 校，中 6 校
となる）。 
②昭和 36 年に本山町の大河内地区 5 集落が土佐村に編入（小 11 校，中 7 校となる）。 
③昭和 46 年の町制施行と同時に東部地域の小学校 3 校を統合し 1 校に。中学校 2 校を統
合し 1 校になる（小 9 校，中 6 校となる）。 
④昭和 58 年 4 月，6 中学校を統合し土佐中学校誕生（かなり激しい反対運動が起きる）。 
⑤平成 2 年 3 月から同 13 年 3 月末まで児童数 0 人となった 3 小学校を閉校・休校とした
（小 6 校，中 1 校となる）。 
⑥平成 17 年 4 月，地藏寺小と平石小が統合し名高山小学校誕生（小 5 校，中 1 校となる）。 
 両校の校舎を隔年で使用し，校歌は 2 校の校歌を持つ形にした。 
⑦平成 18 年 4 月，3 保育所の統廃合により，みつば保育園誕生。 
(2) 小学校 6 校統廃合の経緯 
前述した昭和 58 年の 6 中学校に関わる統廃合時に，かなり激しい反対運動が起きたこ
とへの反省と，そうした運動の再現に対する警戒感から慎重な運びに留意したという。  
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④平成 16 年 6 月，小学校の統合実施を目指すことを町長と教育委員会が確認した。 
⑤平成 19 年 6 月，町長と教育委員会は，小学校 5 校の統合を契機として，中学校校舎と
接続する形で新築し，小中連携（一貫教育）を導入する方針を確認  
その後，平成 20 年 2 月に議会は，小学校の統合と校舎の整備について議決した。 
⑥平成 20 年 7 月から 21 年 3 月まで，小学校校舎新築，中学校大規模改造（小学校仕様
へ改造）等を実施した。 
⑦平成 21 年 3 月末日，小学校 5 校と休校中の全ての学校を廃校とした。 
⑧平成 21 年 4 月 1 日，一貫教育校として「土佐町立土佐町小中学校」を開校 




平成 26 年度における児童生徒数は小学校が 140 人，中学校が 82 人である。過去 40 年
間で児童生徒数は約 5 分の 1 に激減したという。 
また，学級数は小学校が 9 学級（うち特別支援が 3 学級），中学校が 5 学級（うち特別
支援が 2 学級）である。 
(2) 施設一体型の一貫教育 
施設一体型の一貫教育校であり，旧中学校の校舎である北校舎の 2 階に小学 5・6 年生 3
階に中 1～3 年生，新築校舎部分になる南校舎の 2 階に小学 1 年～4 年生が入っている。 




























小中学校 9 年間の学年区分については，次の 3 期に分けて取り組んでいる。 
・「導入期」（小 1～4 年生） 
学習習慣（読み，書き，計算），基礎的生活習慣，基礎体力運動能力の養成 
・「充実期」（小 5～中 1 年生） 
確かな学力，豊かな人間性，健やかな体を育てる。 
・「発展期」（中 2・3 年生） 
主体性（自己の確立），自己と他者の関係，個人と社会との関係づくりを重視 




















  校長は 1 名であり，中学校長が小学校長を兼務するのが原則である。教頭は小・中各 1
名。統合加配教員 1 名は初年度のみで終了したが，校長 1 名減に伴う加配教員 1 名は現在
も継続している。 
町独自の加配としては「小中連携加配」として 1 名を配置しているほか，学校支援地域
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 梼原町は高知県の中西部にあり，標高 410 メートルの「雲の上の町ゆすはら」と呼ばれ














①昭和 45 年  梼原中学校新校舎落成，校章・校歌制定 
②昭和 56 年  梼原・松原・四万川の 3 中学校が統合し，梼原町立梼原中学校発足 
③平成 9 年  梼原中学校が県教育委員会の「中高連携教育推進事業」の指定を受ける。 
連携相手の高等学校は創立 80 年余となる県立梼原高等学校である。 
④平成 13 年  梼原中学校が県教育委員会から「中高連携教育開発校」の指定を受ける。 
⑤平成 17 年  梼原中学校が県教育委員会から「連携型中高一貫教育推進校」の指定を
受ける 
  ⑥平成 22 年  梼原中学校の敷地内に梼原小学校新築校舎完成。梼原中学校大規模改修
工事が完成。 
越知面（おちめん）小学校・四万川（しまがわ）小学校が閉校 
⑦平成 23 年  越知面小学校・四万川小学校が梼原小学校に統合 
平成 22 年度に新築された梼原小学校と，同時に大規模改修された梼原中学校を施設一









平成 26 年度における小学校の学級数は 9（うち特別支援が 3），児童数は 140 名である。 
中学校の学級数は 5（うち特別支援が 2）で，生徒数は 80 人である。 






職員室は一つで，小学校棟 2 階に設けられている。 
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(3) 学年区分と指導体制等 
小・中の 9 年間を以下の 3 期に学年区分し，それぞれのまとまりを重視した系統的な教
育を進めている。 
・前期 1～4 年生   ・中期 5～7 年生   ・後期 8～9 年生 






中期（5 年）からの緩やかな教科担任制の導入を推進している。平成 26 年度は小学校内





























校長は 1 名，教頭が小 1 名・中 2 名 (1)である。校長が 1 名であることに伴う加配はない。
町費で教員免許所持者を公募で採用し，授業支援を中心とした業務を行う「支援員」とし








































































そのような状況の中で，梼原町が平成 25 年 4 月，「梼原町一貫教育支援センター」を設
置したことは注目すべきことだと考える。 
設置要綱の主要な部分は次のとおりである。 
第 1 条（目的） 
梼原町の目指す一貫教育の調査研究と学習内容・方法の開発などを行い，円滑かつ効率
的に推進するために設置することを規定する。 
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(1) 1 名は寄宿舎の舎監長を担当。  
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 今日の宗像市は，数度にわたる市町村合併を経て成立した。すなわち，まず昭和 29 年 4
月 1 日，旧宗像郡赤間町・東郷町・吉武村・南郷村・河東村が合併し，宗像町が発足し，
神興村の一部（村山田地区）を編入した。昭和 56 年 4 月 1 日，宗像町が市制を施行し，
宗像市が成立。次いで，平成 15 年 4 月 1 日，隣接する宗像郡玄海町と合併し，新制の宗




おり，人口が増加している。総人口は 96,741 人（平成 26 年 8 月 31 日現在）である。 




Ⅰ期（平成 18 年～平成 25 年度）における取組の経緯を以下に概観する。 












②2 中学校区での調査研究 －日の里・大島－ 
調査研究は日の里中学校区（日の里東小学校・日の里西小学校・日の里中学校），大
島中学校区（大島小学校・大島中学校）の 2 中学校区を指定して行われた。 
日の里中学校区は施設が分離した状況下での一貫教育への取組事例であり，大島中






2 中学校区での調査研究と並行して，同市教育委員会は平成 19 年 11 月，学識経験者・
小中学校代表・市民の代表等で組織した「市小中一貫教育推進協議会」に対して，今後の
小中一貫教育の在り方について諮問した。 
これを受けて同協議会は平成 21 年 2 月に最終答申を行った。 
同答申は，2 中学校区での取組が成果をあげているとの判断を前提とした上で，宗像市
における小中一貫教育の今後の方向性等について，およそ次のような提言をした。 




















①中央中学校区（平成 21 年度～） 
②河東中学校区（平成 22 年度～） －「学びの丘学園」と呼称－ 
③自由ヶ丘中学校区（平成 23 年度～） 
④城山中学校区（平成 23 年度～） 
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３．小中一貫教育の実施形態 －玄海中学校区－ 
この校区は合併前の旧玄海町の各校から成る。玄海中学校（平成 26 年度生徒数 127 人，
学級数 7（うち特別支援 2））と玄海小学校（児童数 93 人，学級数 7（うち特別支援 1））
が一体型校舎に入り，ここから約 4.2 キロメートル離れた玄海東小学校（児童数 139 人，
学級数 7（うち特別支援 1））及び離島にある地島小学校（児童数 15 人，学級数 4）とを



















①前期（小 1～小 4 年） －基盤づくり期－ 
 この時期の教育の特徴は，学級担任が中心となり，今後の学習の基盤となる学力や社
会的生活習慣・学習習慣を一人一人に身に付けさせることである。 












授業支援（小 6 音楽，小 5・6 外国語活動，小 6 図工など。なお，この授業を担当する中














交流会（小 3 年），社会見学・水辺教室（小 4 年），長期宿泊体験・企業体験学習（小 5 年），
























さらに，地域の人々の協力を得て，職場体験学習（中 2 年，5 日間）なども実施してい
る。 
 





































1) 宗像市小中一貫教育研究会編著『確かな学力と豊かな心を育てる小中一貫教育』ぎょうせい 2009 
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面積 431 平方キロメートル，人口 23 万 5,000 人（平成 27 年 1 月現在）である。平成 17
年に佐賀市，諸富町，大和町，富士町及び三瀬村の合併（新設合併）により新しい佐賀市
が誕生し，更に 2 年後に川副町，東与賀町，久保田町を吸収合併した。この結果，北は福
岡県との県境から南は有明海に達する，南北 40km に渡る細長い市域となった。 
 平成 26 年度現在，佐賀市立小学校は 35 校，市立中学校は 18 校がある。報告する 2 組






 佐賀市教育委員会では，平成 12 年度から小中連携教育を進めてきた。しかし，取組の














ていた芙蓉小学校と芙蓉中学校を 1 年間の実践研究の後に指定した（平成 21 年度に校舎
一体型に移行）。市や県の事業による研究を経て，小中一貫校に指定するやり方は現在ま
で続いており，これまで 6 校が小中一貫校になっている（表 1）。 
なお，佐賀市の小中一貫教育は，指導方法をつなぐことを意図したものであり，教育課
程特例校としての特例や研究開発学校の指定は受けていない。 
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(3) 小中一貫教育の推進方策 
 平成 21 年 1 月に佐賀市教育委員会は，「佐賀市小中一貫・連携教育フォーラム」を開
催し，実践事例の報告並びにシンポジウムを行った。以降，フォーラムは内容を変えなが
らも毎年度実施されており，小中連携教育や小中一貫教育の推進に大きな役割を果たして











愛　称 小・中学校名 指定年度 ブロック 形　態 学校規模（平成26年度）
小中一貫校芙蓉校 芙蓉小学校・芙蓉中学校 平成18年度 4-2-3 校舎一体型 小： 80名，中： 40名
小中一貫校北山校 北山小学校・北山中学校 平成20年度 4-3-2 校舎一体型 小： 39名，中： 21名
小中一貫校思斉館 思斉小学校・思斉中学校 平成22年度 4-3-2 校舎隣接型 小：485名，中：255名
小中一貫校松梅校 松梅小学校・松梅中学校 平成24年度 4-2-3 校舎隣接型 小： 50名，中： 21名
小中一貫校三瀬校 三瀬小学校・三瀬中学校 平成25年度 4-3-2 校舎隣接型 小： 79名，中： 44名
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(2) 小中一貫教育の実施形態 







 北山校では小学校を小学部，中学校を中学部と呼んでいる。平成 26 年度現在，小学部
は 39 名の 5 学級編制（3・4 年と 5・6 年が複式学級編制，特別支援学級が 1 学級）であ













発展のために，表のように前期（1～4 年生），中期（5～7 年生），後期（8・9 年生）の
三つのブロックを設け，4･3･2 制を採っていることである。 
中期においては，ブロックごとに集会等を行うほか，総合的な学習の時間等で 3 学年が
一緒に活動する。また，中期と後期では授業時間を 50 分授業（前期 45 分）としている。
日課表では，朝の活動，昼休み，掃除の時間は 9 学年一緒とし，第 1 校時，第 3 校時，第
5 校時の開始をそろえているが，完全ノーチャイムとしている。このほか，教育課程に関
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特色の第二は，中学部教員の専門性を生かした小学部への乗り入れ授業である。平成 26
年については，6 年生の理科及び算数，3 年生の算数，1～6 年生の音楽，5・6 年生の英語，
図工，体育を担当しており，1・2 年生の音楽，5・6 年生の英語及び体育を除いては，中
学部教員の単独授業である。また，中学部教員の乗り入れ授業及び副校長・教務主任の授








9 学年による縦割り班活動やブロックでの活動の場も多く設定されている。  
(4) 学校の組織運営 
北山校には，校長，副校長，教頭（以上，各 1 名），教諭 14 名（うち小学部 6 名，
中学部 8 名），養護教諭 1 名，事務主幹 1 名，講師（他校と兼務）2 名，市嘱託職



















































く，校舎分離型（中学校区型）である。平成 25 年 4 月には，富士南小学校と富士小学校
が統合した。そして，2 年間の実践研究を経て，翌年 4 月に佐賀市教育委員会は，富士小
学校と富士中学校を小中一貫校に指定し，佐賀市初の分離型小中一貫校が誕生した。 
校舎分離型ではあるが，富士小学校は小学部と呼ばれ，富士中学校は中学部と呼ばれて
いる。平成 26 年度現在，小学部は各学年 1 学級に特別支援学級 1 学級を加えた 7 学級，
中学部は 1 学年 1 学級の計 3 学級である。小学部と中学部は約 4.5km 離れている。 
(3) 教育課程の編成と運営 





 共同研究は平成 26 年度においても継続され，地域の実態にふさわしい小中一貫教育が
定着しつつある。教育課程に関わる 9 年間を通じた主な取組を挙げれば，次のものがある。
第一に学力分析に基づく小中一貫教科カリキュラム（系統表）作成と系統性を意識した授
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業実践（「付けたい力」に関わる単元については「重点乗り入れ授業」を設定し小中の教








教員の乗り入れ授業は TT により 4～5 月のみ実施），小 6・中 1 交流活動（小 6 の進路学







小学部の教職員は，校長，教頭，指導教諭（以上，各 1 名），教諭 7 名，養護教
諭 1 名，事務長 1 名，主





諭 7 名，養護教諭 1 名，
































































- 186 - 
 
る。小学部も中学部も全教職員が，教科部会 3 グループのいずれかに属する一方で，
専門部会についても 3 部のいずれかに加わることになる。平成 26 年度の研究活動も
活発であり，部会はそれぞれ月 1 回程度，全体会と合同研修会は合わせて 10 回開催
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 多久市は，佐賀県のほぼ中央，四方を山に囲まれた盆地に位置する。面積は約 96 万平
方キロメートル，人口は約 2 万人。 
 佐賀県の県庁所在地である佐賀市からは JR 唐津線でも車でも 30 分の場所にあり，佐賀








 多久市として平成 16 年に策定した第 7 次行政改革大綱（計画期間：平成 17～21 年度）
において，三位一体改革による地方交付税削減の影響を受け，「多久市立学校適正規模・
適正配置検討委員会を設置する」こととされた。平成 18 年に設置されたこの委員会には，
平成 8 年度から 18 年度にかけて小中学生が約 800 人（約 29％）減る中で，当時の 7 小学




きる」小中一貫教育についても議題とし，平成 19 年 12 月にまとめた中間答申では，小中
一貫教育を基軸とする学校規模の適正化と適正配置を考えるという方向性を打ち出した。
その具体的な内容としては，①最も望ましい教育環境実現のため統合・再編を早急に進め，





 この中間答申を基に，市議会，地域，幼稚園・保育園・学校の保護者等と約 60 回の説
明・意見交換を重ね，平成 20 年 8 月に最終答申をまとめた。 
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最終答申後，小中一貫教育導入までの間も，市議会，地域，幼稚園・保育園・学校の保
護者等への説明・意見交換は約 70 回行われた。 
 また，市内の東部中学校では平成 10 年から小中連携の研究に取り組んでおり，平成 13
年以降は同中学校の中学校区の小学校と協力して「小中連携教育研究会」を設け，小中一
貫教育の研究を進めてきた。市内全校でも，市教育委員会の研究委嘱を受け，平成 19～21
年度に「『確かな学力』をつなぐ 9 年間」平成 22～24 年度に「学びをつなぎ かかわり
をつなぐ 9 年間」というテーマで研究に取り組んだ。 





 多久市では，従前の 7 小学校（1 分校）・3 中学校体制から，小学校を統廃合・新設し



















で使用する校舎一体型とした。新増改築に要した費用は約 42 億 3,000 万円（国費約 20％，
起債約 65％，一般財源約 8％ほか）である。3 校とも職員室は小・中合同となっており，
中央校では職員室は小学部の建物の中にある。 
 小学校から県立中学校や私立中学校に進学する児童は，小中一貫校となる前の中央校で
10～20 名程度，東部校と西渓校で数名程度だったのが，小中一貫校となった 2 年目の平
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表 各校の児童生徒数及び学級数 
 中央校  東部校  西渓校  
児童生徒数  学級数  児童生徒数  学級数  児童生徒数  学級数  
1 年  80 人  3 学級  42 人  2 学級  30 人  1 学級  
2 年  93 人  3 学級  33 人  1 学級  30 人  1 学級  
3 年  89 人  3 学級  30 人  1 学級  28 人  1 学級  
4 年  90 人  3 学級  41 人  2 学級  25 人  1 学級  
5 年  97 人  3 学級  40 人  1 学級  42 人  2 学級  
6 年  113 人  3 学級  30 人  1 学級  45 人  2 学級  
7 年  97 人  3 学級  41 人  2 学級  35 人  1 学級  
8 年  93 人  3 学級  56 人  2 学級  33 人  1 学級  
9 年  131 人  4 学級  34 人  1 学級  42 人  2 学級  
特別  
支援  
小  14 人  3 学級  10 人  2 学級  3 人  2 学級  
中  7 人  2 学級  3 人  3 学級  4 人  2 学級  
合計  904 人  33 学級  360 人  18 学級  317 人  16 学級  









  3 校共通して 9 年間を 4-3-2 に区分し，前期・中期・後期としている。このブロックごと







 中央校では，中学校の数学，音楽，美術，技術・家庭の教員が 5，6 年生の授業を T1 と
して行うものと，小学校の教員が 8 年生の数学の授業に T2 として参加するものを時間割
上に位置付けて行っている。東部校では，理科（6 年），英語（5，6 年），図工（5，6
年），家庭（5，6 年）の授業を中学校の教員が T1 として行い，社会（5，6 年），算数（5
年），音楽（5，6 年）の授業に中学校の教員が T2 として入っている。西渓校では，国語
（6 年），外国語活動（5，6 年）の授業で中学校の教員が教科指導を TT で行うこととし
ている (1)。 










れ授業を行っている。東部校では，理科で 6 年生と 9 年生の合同授業を水溶液，天体，エ
ネルギーの 3 単元で計 3 時間行っているほか，中学校で以前から行っていた「生と死を考





年，3・6・8 年と分けて行ったり，年に数回ふれあい給食として，1・6 年，2・7 年，3・
















  各校とも校長 1 名，副校長 1 名，教頭が小と中に各 1 名の計 2 名配置されている。校長が小
学校籍なら副校長は中学校籍，その逆もあり，という人事配置を行っている。佐賀県は従前，
小中学校では副校長という役職を設けておらず，多久市が小中一貫教育を導入するに当たって
県に強く希望し，設けてもらった。小中一貫教育に特化した教員は平成 25 年度に市で 1 名加配
されたのみであった。平成 26 年度は小中一貫教育に特化した加配教員はいないが，非常勤も含
めて中央校に 15 名，東部校に 6 名，西渓校に 5 名の加配教職員が措置されている。全教職員が
小と中の兼務発令を受けている。 
 
- 192 - 
 
(2) 校務分掌と研修・調査研究 
















 スクールバスは 17 台で，24 路線を登校時は 1 便，下校時は 3 便で運行している。小学
生は 2 キロメートルを超える場合，中学生は 6 キロメートルを超える場合に利用でき，平







支援員 2 名，スクールサポーター（警察 OB）1 名，学校教育：特別支援教育支援員 15 名
が配置されている（平成 26 年度）。 
 
６．学校と地域の連携 






同じく検討部会の一つである PTA・育友会部会でも中学校と旧小学校の PTA 会長，校長，
教頭で検討を行ってきたことなどによって，横のつながりがうまくいき，PTA は 3 校とも
小中合同の組織となっている。 
市教育委員会としては，今後，各校と地域との関係をより深めるためにコミュニティ・









導入から 1 年半であり，客観的に成果と課題を検証するには時期尚早である。 












 また，最初に学校の適正規模・適正配置の問題が提起された平成 16 年度から小学校の
統廃合による小中一貫教育の導入まで約 10 年かけており，その間，延べ約 130 回の市議
会や地域，保護者への説明会や意見交換会を実施したり，平成 19～21 年度に「『確かな
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 小値賀町は長崎県の五島列島北部に位置し，小値賀島，野崎島ほか 17 の島からなる漁
業と農業の町である。面積は約 25 平方キロメートルあり，全域が西海国立公園に指定さ
れている。かつては，遣唐使船の寄港地であった。 
長崎県第 2 の都市である佐世保から 70 キロメートル弱の距離があり，佐世保港とはフ
ェリーと高速船で結ばれている。平成 26 年 1 月現在，人口は約 2,700 人であり，1 万人を
超えていた昭和 30 年代の 4 分の 1 になった。いわゆる平成の大合併では，隣の島である
宇久（旧宇久町）は，佐世保市と市町村合併（編入）を行ったが，小値賀町は合併を選択
しなかった。町は，地域創生のため I ターンや U ターン者の定住に力を入れており，5 年
間の移住者は 200 名 (1)近くに増えている。 
 平成 26 年度現在，小値賀町には小学校 3 校（うち分校 2 校，分校のうち 1 校は休校中），





 離島振興を重要な政策課題とする長崎県では，平成 10 年度までの数年間，中高連携に
よる「島」振興若者定着事業として，小値賀町を含む五島列島の 3 地区（宇久，小値賀，
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 平成 26 年現在，小値賀小学校の児童数は 93 名であり，このうち大島分校の児童は 2 名
である。本校は特別支援学級 1 学級を含む 7 学級編制であるが，大島分校は 4 年生と 6 年
生各 1 名による複式学級 1 学級のみである。 
小値賀中学校の生徒数は 52 名であり，各学年 1 学級の 3 学級編制である。 
北松西高等学校は，10 年前には情報電子科 (2)と普通科の 2 学科編成であったが，生徒減
少により，募集定員は普通科 1 学級 40 名となった。現在の生徒数は，1 年生 15 名，2 年


























小中で分かれている。校長室は職員室のそばに 2 部屋が並んでいる。 
学校名 校長 教頭 事務長 教諭 講師 養護教諭 ＡＬＴ 事務職員 用務員等
　小値賀小学校（本校） 1 1 8 1 1 1 1
　　　　〃　　大島分校 1 1 1
　小値賀中学校 1 1 7 1 1 1
　北松西高等学校 1 1 1 9 3 1 1 1 2
表１　各校の教職員構成
※各校の平成26年度「学校要覧」より作成
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４．教育課程の編成と運営 





(2) 学年区分  
 12 年間の教育課程に一貫性を持たせるため，児童生徒の実態や発達の段階を踏ま
え，図のように 12 年間の学習や学校生活を，前期（小 1～小 4），中期（小 5～中 1），
後期（中 2～高 3）という 4－3－5 のまとまりを設けている。そして，各時期の修了
時点で修了証書授与式を行い，一貫した教育体制であることを意識させている。  










(3) 主な教育課程の特色  
①小中高等学校の教員による乗り入れ授業  
 免許外担当教科の解消と，TT によるより専門的で分かりやすい授業の実施をねら
いとする。平成 26 年度においては，数学（小→中，TT 副 (3)），音楽（中→小，
TT 副），体育（中→高，TT 副），美術（中→高），英語 (高→小，ALT)，家庭（高
→中），英語（高→中，ALT）を実施している。  
②小学校 6 年生と中学校 1 年生による合同の教科の授業  
 小中の児童生徒が共に学ぶことで，交流を深めるとともに，学習の仕方やものの
見方・考え方などを広げながら基礎基本を身につけさせ，次学年への円滑な移行
を目指すもので，小 6 の担任と中学校の教科担任による TT の授業により，国語と
算数・数学において年に 10 回実施している。  
③小中高全学年における「帯タイム」  
 読み，書き，計算等の基礎基本の定着を図ることと，自ら学び，考える姿勢を身
につけさせることをねらいとして，小学校では朝の 15 分，中学校では昼の 15 分，
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究授業や研究協議を実施）の開催，中学校 3 年生を対象とする「つなぎ授業」（2～3 月の
間の高校教員による高校内容の先取り授業），家庭学習の習慣化に取り組んでいる。学力











 県教育委員会からの事業経費 15 万円と町教育委員会からの補助金 45 万円がある。 
(4) 教員の兼務発令 














 小値賀地区の小中高一貫教育は，研究段階から数えると 10 年の歴史を持つことになる
が，当初は小学校，中学校，高等学校間の教職員の縄張り意識があり，立ち上げは，ぎく
しゃくしたという。しかし，乗り入れ授業や教職員の交流が進む中で，少しずつ理解が深


































(1) 役場総務課によると，データを取り始めた平成 9 年以降現在まで，消防署員，警察官等
の転勤による移住者を除いた移住者 183 名のうち，定住者 119 名。  
(2) 平成 20 年 3 月 31 日閉科。  
(3) ここでは，ティームティーチングをサブティーチャーとして担当することを指す。  
 
＜参考文献＞  
1) 小値賀町立小値賀中学校「 12 年間を見通した学力向上の方策～小中高一貫教育における
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 文部科学省が平成 26 年夏に全都道府県・全市区町村及び小中一貫教育を実施している
全国の公立小・中学校を対象として実施した「小中一貫教育等についての実態調査」（以下，
実態調査）によれば，小中一貫教育推進の主な狙いは次の通りである。 
 まず実施市区町村では，「中 1 ギャップの緩和など生徒指導上の成果を上げる」が 96％，
「学習指導上の成果を上げる」が 95％，「9 年間を通して児童生徒を育てるという教職員







 実施校では，「中 1 ギャップの緩和など生徒指導上の成果を上げる」が 98％，「学習指導
上の成果を上げる」が 95％，「9 年間を通して児童生徒を育てるという教職員の意識改革」










































































































































































（平成 24 年 1 月 ぎょうせい）112～119 ページ参照。  





年 3 月  東洋館出版社）  
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育システムの構築について」（平成 26 年 12 月 12 日）では，「小中一貫教育の中核的な
要素」として次の 2 点を掲げている。 
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行規則で定められている。 
  小学校及び中学校の教科等の種類と配当学年は，表 1，2 のとおりである。 
 

































































































































1-3 1-3 1-3 1-3 1-3 1-3 1-3 1-3 1-3 1-3 1-3 1-3
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表 3 学習指導要領における各教科等の内容の区分  

















































































































































































































































小学校学習指導要領，中学校学習指導要領（平成 20 年 3 月）より作成  
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習指導要領の区分とも合致しているが，次の 3 年は，元来小学校，中学校の教育課程を前
提に設定された区分を超えて接続することになる。仮に 5－4 の場合は，5 学年と 6 学年の
間に区分を設けることになり，しかも 6 学年と中学校との接続を工夫することが必要とな
る。 




























それは 6－3 の接続の円滑化を目指すという意味において，あくまでも 6－3 の制度が前提
になっており，6－3 に代わる新しい積極的な学年段階区分の提起につながるのかどうかは
検討を要することである。接続の円滑化を趣旨とする場合，6－3 制度を前提にしながら，














面から次の 5 点を指摘したい。 































創造を求めて－』（平成 26 年 3 月 東洋館出版社）  
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して扱うこととする (4)。 




 施設一体型では 18 件のうち 3 件に，小学校と中学校にそれぞれ校長が配置されている。
そのうち飛島学園及び呉中央学園では，学園の責任者としての役割を担う校長が決まって
おり，共に学園長と称している。高等学校を含めた小中高一貫教育を行う小値賀小・中学




















員あるいはほぼ全員」の 3 区分で整理した。その結果，施設一体型では 18 件のうち 13 件
（72％）が「全員あるいはほぼ全員」であった。さらに，施設一体型では「なし」は皆無
であった。一方，施設分離型については，「全員あるいはほぼ全員」は 1 件（13％）のみ













ある。表 1 に施設分離型における乗り入れ授業の有無と兼務発令の関係を示した。 
なし 全員あるいはほぼ全員









































次の 3 種類に分類することができる。 
  ①合同タイプ 
   校務分掌が小中合同(一つの編成）となっているもの 
  ②並列タイプ 
   小中で同じ校務分掌組織を編成し，それぞれに担当が置かれているもの 
  ③個別タイプ 
   小中が別々の校務分掌組織となっているもの 
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 この結果は，表 2 に兼務発令の状況とのクロス表の形で示している。訪問調査校（施設
一体型）の中では，「合同タイプ」が 13 件と最も多く，「並列タイプ」は 4 件，そして














 豊里小・中(1)  日野学園(1)  富雄第三小中(1)  東原庠舎中央校(1)
 呉中央学園(2)  村山学園(1)  湖南学園(1)  東原庠舎東部校(1)
 東山開睛館(1)  梼原学園(1)  東原庠舎西渓校(1)
 とどろみの森学園(1)  北山校(1)
 岩見三内小･中(1)  府中学園(1)





























































































学校区の施設形態の分類については、注(4) を参照のこと。  
 
















続する区切り（小学校 5，6 年生と中学校 1 年生）において，小中一貫教育のための先進
的な取組を行っているケースがまとまって見られる点である。具体的には，小学校 5，6































 豊里小･中学校○  日野学園○
 岩見三内小･中学校  村山学園
 東山開睛館  飛島学園○
 府中学園  とどろみの森学園
 土佐小･中学校  富雄第三小中学校○
 梼原学園  湖南学園○
 東原庠舎中央校  呉中央学園
 東原庠舎東部校  北山校
 東原庠舎西渓校
 小値賀小･中学校○
 稚内市東地区  連雀学園
 大原中ブロック  京都御池中学校ブロック
 府南学園  和庄中学校区
























 続いて，3 で検討した学校組織と小中一貫教育の取組段階の関係を探ることとする。 
(1) 施設一体型における関係 
 前掲表 2 の兼務発令と校務分掌を示した表は，小中一貫教育校としての組織の一体化の
程度を示していると言える。表 4 の施設一体型の取組の欄と照らし合わせると，「接続す




 これに該当しない 2 件は，校長が 2 名である飛島学園と呉中央学園である。しかし，飛
島学園については，職員室が小中合同であって，校務分掌が「並列」であっても小学校と
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階にしたり，中学生と一緒に部活を行っていたりするケースがある。飛島学園では 5 段階
評価を検討したが，時期尚早として 5，6 年生は 3 段階評価にとどめている。呉中央学園
では，5，6 年生で定期試験は行うが，授業は 45 分のままである。村山学園も同様である。
村山学園では，4－3－2 の学年段階の区切りを「低学年部」，「中学年部」，「高学年部」
に分けているが，聞き取りでは，「中学年部」の指導を一律にはできないと述べている。
実際，乗り入れ授業や定期試験は 5 年生から実施しているが，体育の男女別は 6 年生から









 課題については，全ての訪問調査校において，いわゆる「中 1 ギャップ」が解消されつ
つある，あるいは解消されたと言われているが，その一方で，聞き取りでは新たなギャッ
プが生じているとの指摘があった。4－3－2 の区分における，小学校 5 年生や中学校 2 年
生段階での不適応傾向の現れである。また，小学校高学年でのリーダー性の伸長が難しい












学校 5 年から中学校 1 年生の時期（中期）を「小・中学校の接続強化期」と呼んでおり，
















































った。しかし，その一方で一部の小中一貫教育校には，小学校 5 年生や中学校 2 年生段階
における不適応傾向の発生等，学年段階の区切りによる指導の課題も指摘されている。し










構築について」（答申）第 1 章第 2 節 4「施設の形態とマネジメント体制」を抜粋。 
 (2) 文部科学省「小中一貫教育等についての実態調査の結果」106～113 ページ， 130～138 ページ。 
 (3) 例えば，小・中合同の校務分掌については，施設一体型では 36％の小中一貫教育校で，一人の
校長が小中学校を兼務の場合 25％の小中一貫教育校において合同で実施していない。 














 (5) 表 1 の府南学園が該当する。府南学園では，中学校の体育の教員が小学校 1 校（中学校に隣接
する小学校）で，サブティーチャーとして乗り入れ授業を行っている。また，以前は，府南学園
の全教職員に兼務発令を出していた時期もあった（第Ⅱ部第 14 章）。 
(6) 校務分掌組織については，各校の学校要覧等に掲載された組織図等を中心に検討をしている。入
手資料に粗密があり，必ずしも全校一律な資料分析となっていない。 
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一貫教育の推進にとって不可欠であるとの指摘が多くあった。 
(13) 少なくとも，5，6 年生への 50 分授業あるいは 5，6 年生への定期試験のいずれかを実施してい
れば該当と見なした。 
(14) 村山学園及び北山校については，小中一貫教育の目標の一つに学力向上を掲げ，その一環とし
て取り組んでいる（村山学園は定期試験の導入，北山校は 50 分授業及び定期試験）。 
(15) 前掲中央教育審議会答申第 1 章第 2 節 4「施設の形態とマネジメント体制」11 ページ。 
(16) 注 2)に同じ。 
(17) 多久市立小中一貫教育校東部校「東部校の取組紹介［資料］」2014，6～7 ページを集計した。 
(18) 第Ⅱ部 17 章参照。 
(19) 前掲中央教育審議会答申第 1 章第 3 節 1「小中一貫教育の効果的な実施」16 ページ。 
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る。例えば，文部科学省が平成 26 年 9 月に実施した「小中一貫教育等についての実態調
査の結果」（以下，実態調査）では，小中一貫教育のこれまでの取組について大きな成果が







して指摘された事項の上位 10 項目は次のとおりである。 
  ・小中の教職員間での打合せ時間の確保（20％） 
  ・教職員の負担感・多忙感の解消（18％） 
  ・小中合同の研修時間の確保（14％） 
  ・児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保（13％） 
  ・必要な予算の確保（10％） 
  ・所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと（9％） 
  ・校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保（8％） 
  ・学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保（8％） 
  ・都道府県教委の理解・協力・支援の充実（7％） 
  ・施設・スペース（教室，グラウンド等）の確保及び使用時間調整（7％） 
 上記の項目以外で，「課題が認められる」と回答した割合を合わせて 50％を超える項目
としては，次の 7 項目がある。 
  ・9 年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発（63％） 
  ・成果や課題の分析・評価手法の確立（61％） 




































































































































































































(1) 高橋興著『小中一貫教育の新たな展開』，ぎょうせい，平成 26 年，207 ページ  
(2) 学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議『小中一貫教育に適した学校施設の在り方に
ついて～子供たちの 9 年間の学びを支える施設環境の充実に向けて～』平成 27 年 7 月，10
ページ  




1) 文部科学省初等中等教育局，『小中一貫教育等についての実態調査の結果』（平成 26 年 9 月
19 日 初等中等教育分科会 小中一貫教育特別部会 資料 3）  
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(1) 佐藤晴雄著『学校を変える  地域が変わる－相互参画による学校・家庭・地域連携の進め方－』
（平成 14 年 11 月  教育出版）1～24 ページ。  
(2) 笹井宏益著「学校・家庭・地域住民の連携協力の基本原理にかかる考察－3 つの政策を分析し
て－」（日本社会教育学会編『学校・家庭・地域の連携と社会教育』（平成 23 年 9 月  東洋館）
所収論文）10～21 ページは，教育基本法改正を踏まえ文部科学省の施策である「①学社連携・
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融合の推進」「②放課後子どもプラン」「③学校支援地域本部事業」を中心として論じている。  
(3) ここで用いた文部科学省調査のデータは，平成 26 年 9 月 19 日に開催された中央教育審議会初
等中等教育分科会小中一貫教育特別部会資料 3「小中一貫教育等についての実態調査の結果」（文
部科学省初等中等教育局）によった。  
(4) 文部科学省委託調査「学校支援地域本部事業」実態調査研究報告書（平成 22 年 2 月  株式会社





(5) 平成 25 年度文部科学省委託調査研究報告書「コミュニティ・スクール指定の促進要因と阻害要






1) 高橋興著『学校支援地域本部をつくる－学校と地域による新たな協働関係－』（ぎょうせい  平
成 23 年 8 月）  
2) 「小中一貫教育を推進する上での学校運営協議会の在り方について（第一次報告）」（コミュニ
ティ・スクールの推進等に関する調査研究協力者会議  平成 26 年 10 月）  
3）  高橋興著『小中一貫教育の新たな展開』（ぎょうせい  平成 26 年 11 月）  
4) 天笠茂監修『管理職課題解決実践シリーズ 5 地域との新たな協働を図る学校づくり』（ぎょうせ
い  平成 27 年 3 月）  
5) 研究代表者－尾﨑春樹「『地域とともにある学校』の推進に向けた教育行政の在り方に関する調
査研究〈報告書〉」（国立教育政策研究所  平成 27 年 3 月）  
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実態調査では，平成 26 年 5 月時点で 1,130 校の国公立小中一貫教育校（小中一貫教育
を行う小中学校の小中一貫教育校組合せを 1 校とする）が確認されている。ここには国立
大学の附属校も 8 校含まれているが，公立学校と比較すると学校環境等が大きく異なる。
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小中一貫教育校を類型化した。その結果，表 1 のような形で整理することができ，①「施










①施設一体型・隣接型 ○ ○ 1 中学校と 1 小学校 
②一対一の施設分離型 △ ○ 1 中学校と 1 小学校 
③一対多の施設分離型 △ △ 1 中学校と複数小学校 




課題に対する認識について 4 段階の選択肢で尋ねている。この結果を表 3 として，施設類
型別にまとめて示した。 
 
表 2 教員の負担感軽減という課題への認識  
大きくある ある あまりない ほとんどない
度数 27 128 34 3 192 2.93
％ 14.1% 66.7% 17.7% 1.6% 100.0%
施設分離型 度数 40 104 26 3 173 3.05
（一対一） ％ 23.1% 60.1% 15.0% 1.7% 100.0%
施設分離型 度数 210 399 78 13 700 3.15
（一対多） ％ 30.0% 57.0% 11.1% 1.9% 100.0%
度数 20 25 11 1 57 3.12
％ 35.1% 43.9% 19.3% 1.8% 100.0%
度数 297 656 149 20 1,122 3.10
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化や負担感の根源としての負担（業務量）軽減のための取組状況を見てみよう。全般及び
具体的な内容別に取組を行っている学校の割合を表 3 として示した。 
 
表 3 負担軽減のための取組の実施割合  
一体型・
隣接型 一対一 一対多
19.1% 38.0% 13.9% 14.0%
校務支援システムの導入 11.4% 18.8% 6.9% 9.4%
ICTの活用による授業の効率化 10.5% 16.7% 9.2% 8.7%
教材・指導案等の共有促進 7.8% 13.5% 2.9% 6.7%
TV会議システムの導入 1.6% 0.5% 2.9% 1.7%
会議の見直し（案件の精選） 10.2% 30.2% 7.5% 4.3%
次年度計画の前倒し策定 6.2% 16.1% 5.8% 3.1%
教職員集団の大きさによる校務効率化 4.7% 21.9% 0.6% 0.4%
教員と事務職員の役割分担見直し 2.8% 10.4% 2.3% 0.6%


























































は 1 割に相当する学校で 1 段階高まることによってスコアが 0.1 ポイント高まる。つまり，
目安としては両グループ間で 1 段階の違いが 1 割分相当で生じると 0.1 ポイントのスコア





に総合的な成果に関するスコアを表 4 に示した。 
 
表 4 負担軽減のための取組と総合的な成果との関係性 
取組あり 取組なし 差
3.14 2.93 0.22
校務支援システムの導入 3.13 2.95 0.18
ICTの活用による授業の効率化 3.10 2.95 0.15
教材・指導案等の共有促進 3.20 2.95 0.26
TV会議システムの導入 3.28 2.96 0.31
会議の見直し（案件の精選） 3.27 2.93 0.34
次年度計画の前倒し策定 3.21 2.95 0.26
教職員集団の大きさによる校務効率化 3.38 2.95 0.43




















- 242 - 
 
に関する自己認識のスコアを表 5 としてまとめた。 
 
表 5 負担軽減のための取組と期待される効果に関する成果との関係性  
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.60 2.31 0.30 2.84 2.52 0.31
校務支援システムの導入 2.55 2.34 0.21 2.84 2.55 0.29
ICTの活用による授業の効率化 2.61 2.33 0.28 2.83 2.55 0.28
教材・指導案等の共有促進 2.63 2.34 0.29 2.83 2.56 0.27
TV会議システムの導入 2.72 2.36 0.36 3.11 2.57 0.54
会議の見直し（案件の精選） 2.71 2.32 0.39 2.94 2.54 0.40
次年度計画の前倒し策定 2.72 2.34 0.39 2.94 2.56 0.38
教職員集団の大きさによる校務効率化 2.77 2.34 0.43 3.06 2.56 0.50























向上」と「学校運営の効率化」という二つの成果項目に関する結果を表 6 としてまとめた。 
 
表 6 負担軽減のための取組と教職員自身に関する成果との関係性  
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.57 2.31 0.26 2.58 2.09 0.49
校務支援システムの導入 2.52 2.34 0.18 2.50 2.14 0.36
ICTの活用による授業の効率化 2.57 2.33 0.23 2.55 2.14 0.41
教材・指導案等の共有促進 2.56 2.34 0.21 2.64 2.15 0.49
TV会議システムの導入 2.50 2.36 0.14 2.39 2.18 0.21
会議の見直し（案件の精選） 2.70 2.32 0.38 2.84 2.11 0.73
次年度計画の前倒し策定 2.70 2.34 0.36 2.76 2.15 0.61
教職員集団の大きさによる校務効率化 2.91 2.33 0.57 3.15 2.14 1.01



























て考えてみよう。まず，総合的な成果に関してまとめたものが表 7 である。 
 
表 7 負担軽減のための取組と総合的な成果との関係性（施設一体型・隣接型）  
取組あり 取組なし 差
3.25 3.13 0.12
校務支援システムの導入 3.31 3.14 0.16
ICTの活用による授業の効率化 3.22 3.16 0.06
教材・指導案等の共有促進 3.31 3.15 0.16
会議の見直し（案件の精選） 3.33 3.10 0.22
次年度計画の前倒し策定 3.26 3.16 0.10
教職員集団の大きさによる校務効率化 3.36 3.12 0.24





















表 8 負担軽減のための取組と期待される効果に関する成果との関係性（施設一体型・隣接型）  
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.68 2.53 0.15 2.93 2.75 0.18
校務支援システムの導入 2.64 2.58 0.06 3.11 2.75 0.36
ICTの活用による授業の効率化 2.74 2.56 0.18 3.03 2.78 0.26
教材・指導案等の共有促進 2.72 2.57 0.15 2.96 2.80 0.17
会議の見直し（案件の精選） 2.74 2.52 0.21 2.95 2.76 0.19
次年度計画の前倒し策定 2.77 2.55 0.21 3.03 2.78 0.26
教職員集団の大きさによる校務効率化 2.71 2.55 0.16 3.07 2.75 0.32

























表 9 負担軽減のための取組と教職員自身に関する成果との関係性（施設一体型・隣接型）  
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.79 2.54 0.26 2.96 2.40 0.56
校務支援システムの導入 2.72 2.62 0.11 2.94 2.54 0.41
ICTの活用による授業の効率化 2.69 2.63 0.06 3.00 2.54 0.46
教材・指導案等の共有促進 2.73 2.62 0.11 3.04 2.55 0.49
会議の見直し（案件の精選） 2.81 2.56 0.25 3.00 2.45 0.55
次年度計画の前倒し策定 2.84 2.60 0.24 2.94 2.55 0.38
教職員集団の大きさによる校務効率化 2.90 2.56 0.34 3.14 2.47 0.68
































表 10 負担軽減のための取組と総合的な成果との関係性（一対一の施設分離型）  
取組あり 取組なし 差
3.04 2.98 0.06
校務支援システムの導入 3.08 2.98 0.10
ICTの活用による授業の効率化 3.00 2.99 0.01
教材・指導案等の共有促進 3.40 2.98 0.42
TV会議システムの導入 3.00 2.99 0.01
会議の見直し（案件の精選） 3.23 2.97 0.26
次年度計画の前倒し策定 2.90 2.99 -0.09











　　 実施校が5校を下回る取組内容は，誤差を考慮して割愛した。  
 











表 11 負担軽減のための取組と期待される効果に関する成果との関係性（一対一の施設分離型）  
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.79 2.41 0.38 2.79 2.56 0.23
校務支援システムの導入 2.83 2.43 0.40 3.08 2.56 0.52
ICTの活用による授業の効率化 2.81 2.43 0.39 2.88 2.57 0.31
教材・指導案等の共有促進 2.80 2.45 0.35 3.20 2.58 0.62
TV会議システムの導入 2.60 2.46 0.14 2.80 2.59 0.21
会議の見直し（案件の精選） 2.85 2.43 0.41 2.85 2.58 0.27



















表 12 負担軽減のための取組と教職員自身に関する成果との関係性（一対一の施設分離型）  
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.54 2.35 0.19 2.29 2.05 0.24
校務支援システムの導入 2.67 2.36 0.31 2.17 2.08 0.09
ICTの活用による授業の効率化 2.69 2.35 0.34 2.25 2.07 0.18
教材・指導案等の共有促進 3.20 2.35 0.85 2.60 2.07 0.53
TV会議システムの導入 2.40 2.38 0.02 2.20 2.08 0.12
会議の見直し（案件の精選） 2.62 2.36 0.26 2.46 2.06 0.41
次年度計画の前倒し策定 2.50 2.37 0.13 2.30 2.07 0.23


























表 13 負担軽減のための取組と総合的な成果との関係性（一対多の施設分離型） 
取組あり 取組なし 差
3.10 2.88 0.22
校務支援システムの導入 3.03 2.90 0.13
ICTの活用による授業の効率化 3.07 2.90 0.17
教材・指導案等の共有促進 3.13 2.89 0.23
TV会議システムの導入 3.50 2.90 0.60
会議の見直し（案件の精選） 3.20 2.90 0.30





















表 14 負担軽減のための取組と期待される効果に関する成果との関係性（一対多の施設分離型） 
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.49 2.24 0.25 2.77 2.47 0.29
校務支援システムの導入 2.44 2.26 0.18 2.64 2.50 0.13
ICTの活用による授業の効率化 2.48 2.25 0.22 2.72 2.50 0.23
教材・指導案等の共有促進 2.53 2.25 0.28 2.70 2.50 0.20
TV会議システムの導入 2.83 2.26 0.57 3.33 2.50 0.83
会議の見直し（案件の精選） 2.63 2.26 0.38 2.93 2.50 0.44
次年度計画の前倒し策定 2.64 2.26 0.38 2.86 2.50 0.36














表 15 負担軽減のための取組と教職員自身に関する成果との関係性（一対多の施設分離型） 
取組あり 取組なし 差 取組あり 取組なし 差
2.43 2.26 0.16 2.31 2.05 0.26
校務支援システムの導入 2.35 2.28 0.07 2.23 2.07 0.16
ICTの活用による授業の効率化 2.44 2.27 0.17 2.31 2.06 0.25
教材・指導案等の共有促進 2.40 2.28 0.13 2.32 2.07 0.25
TV会議システムの導入 2.58 2.28 0.30 2.50 2.08 0.42
会議の見直し（案件の精選） 2.60 2.27 0.33 2.57 2.06 0.50
次年度計画の前倒し策定 2.68 2.27 0.41 2.64 2.07 0.57






















た。既に，表 3 で見たように「TV 会議システムの導入」については一対多の施設分離型











































































筆時点（平成 27 年 7 月）では未定である。少なくともこれまでは小中一貫教育校に対す


























(1) 本章での施設類型に関する詳細は，第Ⅰ部の第 1 章を参照されたい。  
(2) 本章は小中一貫教育の取組に限定した議論をしているが，小中一貫教育の取組とは別に，社会
的課題と教員の多忙化対策としての加配を議論すべきなのかもしれない。  
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 小中一貫教育の制度化を提言した平成 26 年 12 月の中央教育審議会答申では，国に対し
て小中一貫教育を実施する上で効果的な施設の在り方について留意事項を示すことを提言
した。当時既に文部科学省では，「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」にお


























 次に，訪問調査校における整備方法等を整理したものが表 1 である。全国の整備方法の
構成割合と比較すると，訪問調査校には整備方法を改修とする学校が含まれておらず，構


















3 秋田市立岩見三内小・中学校 一体 増築（小を増築する形で移転改築，中改修）
4 八潮市立大原中ブロック 分離 整備なし
5 品川区立小中一貫校日野学園 一体*4 新築（小の改築及び中の移転改築）
6 三鷹市小･中一貫教育校連雀学園 分離 整備なし
7 武蔵村山市立小中一貫校村山学園 一体 増築（小と中の校舎の間に増築し接続，改修）
8 飛島村立小中一貫教育校飛島学園 一体 新築（小中とも移転改築）
京都市立京都御池中学校ブロック 分離 新築（中移転改築，6年生は中校舎使用）
京都市立東山開睛館 一体 新築（2中5小を統合）
10 箕面市立とどろみの森学園 一体 新築（ニュータウン開発に伴い小中併設校を移転改築）









15 土佐町立土佐町小・中学校 一体 増築（小6校統合／小新築し渡り廊下で接続，中改修）
16 梼原町立梼原学園 一体 増築（小3校統合／小新築し渡り廊下で接続，中改修）





















町村 211 のうちの約半数の 49％に昇ることが分かる。しかし，施設形態との関係までは
知ることができない。 
 そこで，第Ⅱ部序章に示す訪問調査校一覧の表を見ると，多久市のように全校が施設一

















 表 1 では施設整備に伴う統廃合の状況を掲載しているが，26 件中 8 件で，統廃合が行わ
れていることが注目できる。統廃合の対象は小学校がほとんどであるが，中学校の統廃合
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いて整理すると，対応しているのは 8 件，小中別であるのは 8 件，どちらとも判別がつか






の区切りに沿っているが，小学校が 45 分，中学校が 50 分の授業を行っている訪問調査校










(1) 平成 24 年 7 月の中央教育審議会の中央教育審議会初等中等教育分科会学校段階の間の連携･接
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続に関する作業部会の「小中連携・一貫教育に関する主な意見等の整理」を受けて，平成 25
年 2 月から調査研究協力者会議において検討を始めた。  
(2) 実態調査の「増築」には，併せて改修を実施した場合を含む。  
(3) 小学校設置基準及び中学校設置基準では，面積基準として校舎及ぶ運動場の規定がある。  






(5) 「小学校の児童用の階段におけるけあげの寸法の特例について」（平成 26 年 7 月 1 日付け 26
施施企第 11 号大臣官房文教施設企画部企画課長通知）により，これまでと同様，けあげ寸法は，











2) 社団法人文教施設協会『季刊 文教施設』37 号，2010 
3) 学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議『小中一貫教育に適した学校施設の在り方につ
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